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石川県社会福祉成立史研究(3-1)
矢 上 克 己
A Study of the Development
of Social Welfare in Ishikawa Prefecture(III-I)
Katumi Yagami
3 社会事業の成立と展開
(1919-1937年)
(1) 石川県の社会経済的概況
1918(大正7)年､米騒動が勃発したが､
石川県内においても､米価を中心とする諸物
価の高騰によって中産階級以下の階層が窮迫
状態に陥った｡①
例えば､羽咋郡高潰町では､米価高騰によ
り生活難に陥った漁師の婦女約100名が12日
午前零時頃､町内の米穀商に移出米をしない
ように嘆願した｡②金沢市では12日夕刻､米価
暴騰に噛ぐ細民､下級労働者約3,000名が市内
の富豪､米商を米の廉売を求めて歴訪した｡
これにより､米 1升25銭で廉売されることに
なった｡③さらに翌日も､金沢市内の卯辰､大
衆免付近の細民約3,000名の大集団は日没と
ともに八幡町宇多須神社境内に集合し､午後
7時頃に至っては4,500名に達した｡また､同
市内の犀川川上台中野町の貧民等男女合せて
約500名が米商に米 1升25銭で廉売するよう
要求した｡その群衆は後に増加し約1,000名の
大集団となった｡④
こうした飢えたる大量の県民に対して､石
川県は米価緩和策として､1,市町村をして
極貧者及米価高に困りて生計に困難する者の
公費救助を行はしむること､2.米の出廻 り
を可及的多からしめて供給を豊富にすべく尽
力すること､3.麦の如き又は甘藷馬鈴薯の
如き代用食物の使用を奨励し而して其の出廻
りを多からしめる様尽力することの､3方針
を定めこれを各郡市町村長に通牒した｡⑤
米価等物価高に棉ぐ細民救済のための恩賜
金300万円のうち､人口､細民等の状況等を審
査の結果､石川県に39,000円が割当てられ
た｡⑥ 県は各郡市町村に配布し､市町村に対
して､配当金を廉価販売または施米の費用に
充てるように指示した｡⑦
また､県下各市町村は富豪､有志家の醸金
を募り､その資金によって､内地米の廉価販
売や外国米を販売した｡例えば､金沢市では
富豪等の寄付により約10万円を得て､内地米
を時の相場より10銭引きにし､15日より3日
間､金沢市議事堂で廉売通帳を発行すること
とした｡第1日目の廉売通帳を受け取った者
は､推計で7千人に達したとある｡⑧石川郡松
任町ではラングーン米236袋を共同購入して
6月10日より7月末まで1升20銭で町民に配
布し､今回の米騒動下､有志家より貧民救助
米として白米4石が町に寄付されたが､町で
は8月9日､10日の両日に町内貧民108戸に対
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して､1戸当り3升及至 5升の施米を行っ
た｡⑨小松町では細民救助のため8月14日よ
り白米の廉売を実施していたが22日までの廉
売戸数は6,284戸に及んだ｡⑲また､輪島町に
おいては､細民は1,059戸(戸数割当級三等以
下959戸免税者100戸)である｡県下の救済日
表では､同年8月16日､白米廉売を開始し､
8,049人が購買している｡8月20日､貧民10人
に施米｡廉売券交付数 も17,997枚､延人員
47,904名に達した｡鹿島郡七尾町では8月18
日､198戸､718人に対して救助券を交付して
いる｡⑪
こうした慈恵的な恩賜金の配布による救済
や県ならびに市町村の行う一時凌ぎの弥縫的
な救済策では､社会的に創出される貧困問題
の解決には結びつかなかった｡それは行政の
対応は "治安"を目的としており､根本的な
貧困問題解決を意図していなかったからであ
る｡
こうした1918年の米騒動にみられた大量の
貧困者の生活問題が解消されずに､1920(大
正 9)年以降､昭和初期につながる慢性的経
済恐慌に見舞われた｡(吟すなわち､1927年の金
融恐慌によって､石川県の主要銀行である八
十四銀行の破綻をまねき､県内の経済に大き
な打撃を与え､さらに､1929年の大恐慌が翌
年の世界大恐慌となるなかで､商品の市場価
格や株価の大暴落がおこり､経営の縮小が行
われ､労働者の賃金カット (例えば､金沢周
辺の労働者の1922年当時の賃金指数を100と
みた場合､1929年には88､大恐慌となった1930
年には60を示した)が行われ､労働者の生活
は一段と厳しい状況に追い込められ､さらに
企業倒産も相次ぎ失業貧民が増大した｡⑬
一方､農村では農業恐慌に見舞われ､一般
物価の下落よりもさらに大きな米価および繭
価の下落によって､農家は彪大な負債をかか
えることになった｡1932年の石川県内の農家
の負債総額は5,835万円にのぼり､-農家当り
の負債は713円となり､農家は窮地に陥った｡
漁村においても同様で､食糧もなく､耕地も
なく､そのうえ北洋や北海道での漁業出稼ぎ
がなく現金収入が途絶え､加えて機業や工場
へ出稼ぎに出ていた子どもが職を失い帰村す
るなかで､漁村は悲惨な状況に追い込まれた｡
(2) 石川県救貧行政の動き
1) 救貧行政の近代化
救貧行政の近代化については､石川県行政
より先に､金沢市が1920(大正9)年4月､
市行政機関として､社会課を新設した｡⑭翌年
4月､石川県社会課が設置された｡⑯さらに､
1922(大正11)年4月､県内各郡役所内に郡
社会係が新たに配置され､石川県内の社会事
業行政が統一化された｡⑯
石川県社会課には､設置当初社会係､文化
係､産業組合係が配置され､各係の管掌事務
事項は図1の通りである｡
石川県社会事業の中心行政機関である県社
会課は県下社会事業の指導奨励とともに講習､
講演など社会事業思想の普及はもちろん､県
下公私社会事業の統制と連絡のほか､各種協
議会､座談会､打合会の開催､調査視察の奨
励､経営ならびに事務状況の監査､各種社会
法規の制定などをその業務としていた｡⑰
社会課の構成は1926(大正15)年7月､庁
規改正により産業組合係が商工水産課に移管
され､次で1929(昭和 4)年8月､社会教育
課が分課され､さらに1936(昭和11)年8月､
職業紹介法の改正に伴い､職業係が増設され
るなどの変遷を経て整備された｡⑱事務分掌
は1924(大正13)年現在､図1のように19事
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図 1 石川県社会課事務分掌
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(注)石川県内務部社会課 『石川県之社会事業一一覧月大正13年27-28日
項であったが､1937(昭和12)年 には23項 目
に拡大され､その内容も庁規改正と諸規程の
整備に伴い改められた｡
社会課分掌事務 (『石川県社会事業概要』昭和12
年､4-5貢)
1.躍災救助に関する事項
2.少年教護に関する事項
3.司法保護に関する事項
4.行旅病人及行旅死亡人に関する事項
5.軍事扶助に関する事項
6.救護に関する事項
7.精神病者監護に関する事項
8.児童保護に関する事項
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9.母子保護法に関する事項
10.公営住宅及住宅組合に関する事項
ll.賑馳救済に関する基金資金の管理に関する事
項
12.公設市場､公益質屋及共同浴場に関する事項
13.職業紹介所に関する事項
14.失業防止並に失業救済に関する事項
15.授産並に職業補導に関する事項
16.出様者保護に関する事項
17.入営者職業保障法に関する事項
18.小資融通及共済組合に関する事項
19.移植民及海外移住組合に関する事項
20.方面委員に関する事項
21.地方改善に関する事項
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22.恩賜並に済生会医療救護に関する事項
23.其の他社会事業に関する事項
1937(昭和12)年現在の社会課の構成員は
課長 (兼務) 1､社会事業主事 1､属4 (国
費 3､県費 1)､社会事業主事補4､嘱託 3､
雇員8 (国費4､団体費4)の計21人となっ
ており､社会課の管掌事務の拡張に伴い増員
された｡⑩
2) 社会事業奨励策
① 各種講習会の開催
石川県は1921(大正10)年4月､社会課を
新設したが､その年の9月に富山県と共催で
社会政策講習会を開催した｡
社会政策講習会
1.期日 自大正10年9月5日至9月10日
6日間
2.会場 石川県会議事堂
3.主催 富山県､石川県及び石川県社会事業協
p-TL
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4.講習事項及び講師
5.社会政策講習会受講者
6.視察箇所
金沢地方専売局 小野慈善院 加能慈恵保護
場 日本硬質陶器会社 金沢育児院 公営住
宅 石川県育成院等
石川県においてはすでに1917(大正6)年､
内務省主催による感化救済事業地方講習会が
金沢で開催され経験ずみであるが､富山県と
の共催で､当時一流の講師陣を配置し､ 6日
間にわたり社会政策講習会を開催したのは注
目される｡県下の有識者に社会政策および社
会事業についての一般的知識を与え､県下へ
の普及を目論だのである｡
受講者は定員の200名を超過し､とくに石川
郡では定員18名のところ､実際の出席者は53
名であり､金沢市も同様に､定員11名のとこ
ろ77名であった｡出席者の職業別について､
石川県に限定すれば､公吏が79名と多く､次
いで教員とその他の篤志家が38名､僧侶が33
名､官吏が32名の順であった｡⑳
1926年には石川県は8月30日から9月4日
まで6日間の日程で社会問題講習会を兼六会
館で開催した｡講師には ｢社会問題の科学的
批判｣に富士川薄が､｢農村社会問題｣に那須
略が､｢児童保護問題｣に東京女子高等師範学
校教授の倉橋惣三が招常され､講義が行われ
たほか研究会や社会事業視察も行った｡受講
者は官吏､市町村吏員､教員､神職僧侶､社
会事業団体､職員､青年団､処女会幹部､そ
の他一般希望者など合計84名で､参加者の郡
市別内訳は能美郡6名､石川郡13名､河北郡
3名､羽咋郡4名､鳳至郡 1名､金沢市の45
名および実業補習学校教員養成所の12名であ
った｡研究会の議題には､ 1.現今県下社会
事業施設として最も緊急を要するもの如何､
2.県下公私社会事業施設中特に奨励援助を
要するものありや､3.その他県下社会事業
振興上緊要なる事項､が取 りあげられてい
た｡⑪こうして､県行政は県下有識者の現下の
社会問題への関心を喚起したのである｡
1927年には石川県は11月27日から30日まで
4日間の日程で社会事業講習会を ｢社会事業
に関する一般の知識を与えて以て事業実務施
行に資すると共に本精神の普及徹底を期す
る｣目的で開催した｡講師には社会局嘱託の
留岡幸助と同じく社会局嘱託の福山政一⑫が
招かれた｡講習会では講義のほかに､金沢市
内社会事業施設の視察､協議懇談会､活動写
真の映写を行った｡受講者は市町村吏員､社
表 1 社会政策講習会時間表
月 日 曜 午前8時～9時 9時～10時 10時～11時 11時～12時 午後 1時～2時 2時～3時
9月5日 月 労働問題 藤井講師 開会ノ挨拶 社会政策根本間 福田講師港 同 上 社会事業視察 同 上同6日 火 同 上 同上 EEl 実験談
同7日 水労働問題 藤井講師 同 上 同上 福田講師 同 上 科外講演活動写 大谷講師真と児童 同 上
同8日 木 社会問題と宗教 大谷講師 同 上 社会事業ニ就テ 牧野講師 同 上 社会事業視察 同 上
同9日 金 社会事業ニ就テ 牧野講師 同 上 児童保護及婦人 牧野講師問題 同 上 科外講演社会事 山室講師業ニ就テ 同 上
1.社会政策根本問題 (6時間) 法学博士 福田徳三
1.労働問題 (4時間) 協調会参事 藤井 悌
1.社会事業に就て (4時間) 内務省嘱託 牧野虎次
1.児童保護及婦人問題 (4時間) 同上
1.社会問題と宗教 (2時間) 大谷豊紹
1.隣保事業 (2時間) 救世軍大佐 山室軍平
?
?‥???????? ?
? ? ???
?
????
??
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表2 社会政策講習会受講者
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県郡市別種別 江沼 能美 石川 河北 羽咋 鹿島 鳳至 珠洲 金沢 計 富山県 計
配 当 定 員 10 10 18 7 16 13 10 5 ll 100 100 200
出 席 者 10 18 53 16 24 19 13 7 77 237 40 277
同上ノ内4日以上出鰭者 (証明書交付) 94 15ll 4713 16 24 16 130 724 53 200 30 230
官 吏 1 1 1 29 32 10 42
公 吏 6 8 7 18 79 17 96
教 員 1 1 10 4 4 2 21 14 38 53 43
墓票謂 神 職 2 ()4 2 2 2 5 17 17
僧 侶 2 3 4 316 6 5 6 33 36
其ノ他篤志家 3 22 3 1 5
表3 社会事業講習会時間割
午 前 午 後
9-1010-llll-12 1-2 2-3 3-4
27日(日) 開会 留岡 留岡 活動 写真映写会
28日(月) 留岡 留岡 留問 社会事業視察
29日(火) 福山 福山 福山 協議懇談会
会改良委員､学校教職員､神官僧侶､社会事
業関係者およびその他希望者であった｡⑳
講師並に講演内容
(1)留岡幸助
｢社会事業の精神及実際｣講演要目
1.緒 言
2.社会事業の精神
1.社会奉仕
2.思想の変遷
3.皇室と社会事業
3.社会事業の実際
1.社会事業に関する機関
2.社会事業の分類
3.社会事業の消長
4.社会事業費
5.社会事業団体
(2) 福山政一
｢社会事業概説｣講演要目
1.社会事業の概念
1.社会問題と社会事業
2.社会事業の思想的背景
3.社会事業の定義
2.社会事業の発達
1.社会事業の沿革
2.近代的社会事業の特質
3.社会事業の将来
3.社会事業の分類
1.分類標準
2.事業種別及其概説
4.社会事業達成の要件
協議懇談会協議題
1.社会事業経営主体としての市町村の活動を促
し且つ社会事業に対する一般の理解を進める
件
2.県下市町村の実情に鑑み最も緊要なる社会事
業如何
3.御大典を記念するため適当なる社会事業施設
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如
石川県は以上みてきたように､社会事業の
普及とその発展を目論で各種講習会を開催し
表4 県下社会事業費 (予算)講習講話費
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た｡これら以外にも､社会事業の種別の講習
会､協議会などを盛んに開催し社会事業全般
の振興を図ったのである｡
なお､講習会等の費用は表 4の通 りである｡
年次 県 費 市 費 町 村 費 合 計
直営 補助 合計 直営 補助 合計 直営 補助 合計 直営 補助 合計
1926 3,500 3,500 450 450 1,344 1,344 5,294 5,294
1928 3,940 3,940 850 850 3,265 194 3,459 8,055 194 8,249
1929 3,320 3,320 620 620 2,801 160 2,961 6,741 160 6,901
1930 4,035 4,035 395 395 2,576 148 2,724 7,006 148 7,154
1931 3,554 3,554 355 355 2,051 38 2,089 5,960 38 5,998
1933 3,120 3,120 550 550 1,957 6 1,963 5,627 6 5,633
(診社会事業奨励規程の発令
石川県行政は1922(大正11)年 4月､社会
改良に資する目的で社会事業奨励規程を発令
した｡市場､託児所､質屋､共同浴場､職業
紹介､共同宿泊所､簡易食堂､授産､児童相
談所､産院､施薬救癖の事業に対して､創業
費の3分の1以内の奨励金を交付 (但し､職
業紹介所においては当分の内事業費に対して
も3分の1以内を交付するものとす)する内
容である｡⑭このように､県行政は社会事業の
発展を期して､市町村あるいは民営による社
会事業施設の設置奨励を図ったのである｡
社会事業奨励規程(県令第28号大正11年4月7
日)
第 1条 社会改良二資スル目的ヲ以テ左ノ各号
ノ一二該当スル事業ヲ施設経営スル団体又ハ個
人二対シ之力奨励ヲ必要トスルトキハ本規程二
依り毎年度予算ノ範囲内二於テ奨励金ヲ交付ス
1.市場
1.託児所
1.質屋
1.共同浴場
1.職業紹介
1.共同宿泊所
1.簡易食堂
1.授 産
1.児童相談所
1.産 院
1.施薬救療
1.其ノ他必要卜認ムルモノ
第2条 奨励金ハ創業費ノ3分ノ1以内トス但
シ職業紹介所ニッキテハ当分ノ内事業費二対シ
テモ3分ノ1以内ノ奨励金ヲ交付ス
第3条 奨励金ノ交付ヲ受ケムトスル者ハ毎年
5月末日迄二左ノ事項ヲ具シ知事二申請スヘシ
1.事業施設概要
施設ノ事業トシテ工事ノ施行ヲ要スルモノナ
ルトキハ簡単ナル設計書､仕様書､図面ヲ添付ス
ルノ外着手及竣工予定期日ヲ記入スへシ
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2.当該年度経費収支予算
3.事業維持方法
4.事業施行二関スル規則
5.施設ヲ要スル事由
申請書提出後第 1項各号二掲クル事項二変更
アリタルトキハ直二其ノ旨知事二報告スへシ但
シ奨励金交付ノ指令ヲ受ケタル後二在リテハ変
更前予メ其ノ事由ヲ異シ知事ノ承認ヲ受ク-シ
第 4条 奨励金ヲ交付スル場合二於テハ条件ヲ
付スルコトアルヘシ
第5条 奨励金ノ交付ヲ受ケタルモノハ毎年度
終了後速二事業成績及経費決算ヲ知事二報告ス
ヘ シ
第6条 必要ヲ認ムル場合ハ事業二関シ報告ヲ
為サシメ書類､帳簿ヲ徴シ又ハ実地こ就キ事業ヲ
調査シ若ハ出納ヲ検査スルコトアル-シ
第7条 左ノ場合二於テハ事由具シテ知事ノ許
可ヲ受ク-シ
1.事業ノ全部又ハ一部ヲ廃止スルトキ
2.奨励金ノ交付ヲ受ケテ購入シタル土地建物
又ハ新設若ハ改修ヲ加へタル工作物ノ使用ヲ廃
止シ文ハ処分セムトスルトキ
第8条 左記各号ノーニ該当スルトキハ奨励金
交付ノ指令ヲ取消シ又ハ己こ交付シタル奨励金
ノ全部若ハ一部ヲ返還セシムルコトアルへシ
1.本規程又ハ本規程二基キ発スル命令二違背
シタルトキ
2.事業ノ成績不良ナルトキ
3.支出決算額力奨励金交付当時ノ予算額ヨリ
著シク減シタルトキ
4.前各号ノ外返還ヲ必要卜認ムルトキ
第9条 本規程二依り知事二差出ス-キ文書ハ
所轄町村役場市役所及支庁ヲ経由ス-シ
支庁長市町村長ハ第3条及第7条ノ文書ヲ受
理シタルトキハ事業ノ適否又ハ効果若ハ事由ヲ
調査シ意見ヲ付シテ之ヲ進達スヘシ
3)公的救済の動向
(∋官費救済による救済人員
前述したように､1918(大正 7)年の米騒
動により､石川県内でも大量の貧窮民が確認
された｡しかし､それに対する､国費および
公費 (県市町村費)による救済は表 5にみら
れるように極めて少なく限定されたもので実
態とはかけ離れたものであった｡
しかし､限定的救済であったが､年次をお
って救済人員および救済費が概 して増加して
いるのがみられる｡それは長びく経済不況に
より､窮乏層が増大する中で､それへの対応
がせまられたことによる｡
また､救済人員および救済費 とも､国費よ
りも公費が多く､なかでも､市町村の負担割
合が高い｡
②救護法による救済
a.石川県救護法施行細則の発令
これまでの他救規則に代わって､1929年 4
月､救護法 (法律第39号)が制定された｡石
川県は､1931年 8月に発令された､｢救護法施
行令｣(勅令第211号)および ｢救護法施行規
則｣(内務省令第20号)を受けて､｢救護法施
行細則｣(石川県令第67号)⑳を発令 し､救護
法二依ル居宅救護ノ場合二於ケル生活扶助ノ
為支出スル費用ノ限度二関スル件 (発社第1,
340号)を通牒した｡
救護法施行細則 (警手.7,鐙 芸 6B723 日) ※
第 1条 市町村長ハ被救護者二付様式第1号こ
依り救護台帳ヲ作成スベシ
第2条 救護法第4条ノ委員ハ方面委員卜称ス
第3条 市町村二於テ方面委員二手当其ノ他ノ
給与ヲ為ス場合ハ予メ給与額及其ノ支給方法二
付知事ノ認可ヲ受クベシ
表5 公的救済 (大正 8年～昭和 6年)
年 次 国 費 救 助 公 費 救 助 国 費 公 費 合 計
廃疾 老衰 疾病 幼弱 計 廃疾 老衰 疾病 幼弱 先天性r'1 叫】唖者 計 県費 郡費 市費 l町村費 計
大正8年 ll(人) 4(人) 39(人 54(人) 30(人 174 175 84 2 1 465 2,237 3,377 1,10216,008 10,487 12,724
大正9年 ll 3 )32 46 )7 (人)27 (人)245 (人)56 (人)5 (人)340 1,856 5,775 1,571 7,985 15,331 17,187
大正10年 9 2 30 41 42 176 190 140 2 550 1,246 5,416 (9,760) 15,176 16,422
11 8 1 27 36 9 66 89 136 3 534 108 641 (10,05) 3706 4 4
大正12年 8 1 25 34 50 172 193 141 3 1 560 1,080 5,235 (9,974) 15,209 16,289
大正13年 6 1 16 23 45 209 177 163 4 1 599 1,006 4,832 (ll,673) 16,505 17,511
大正14年 6 1 5 22 46 219 181 182 3 1 632 991 4,135 (12,616) 16,751 17,742
大正15年 5 15 13 33 78 237 166 186 12 679 1,207 4,796 (13,582) 18,378 19,585
昭和 2 7 2 ll 39 9 35 79 3 4 51 1,35 300 5151 94 2086
昭和 3年 8 40 9 57 72 336 338 211 8 8 993 1,999 3,954 (13,435) 17,389 19,388
昭和 4年 7 43 16 66 80 365 410 266 4 10 1,135 2,050 4,533 (14,420) 18,953 21,003
昭和 5年 9 46 17 72 51 196 127 123 4 10 511 2.222 4,770 (15,541) 20,311 22,533
(注)『石川県統計書』大正8年～昭和6年版より矢上作成
?
?‥?? ?
??????
?
??
?
????
?
? ?
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第4条 市町村長医療又ハ助産ノ為医師､歯科医
師､薬剤師又ハ産婆ヲ指定シタルトキハ之ヲ告示
シ知事二報告スベシ其ノ指定ヲ取消シタル トキ
亦同ジ
第5条 居宅救護ノ場合こ於テ生活扶助ノ為支
出スル費用ハ左ノ限度ヲ超ユルコトヲ得ズ
1.市こ在リテハ 1人 1日25銭 1世帯 1日1円
2.左ノ町二在リテハ1人 1日22銭 1世帯 1日
90銭 大聖寺､小松､七尾､輪島
3.前号以外ノ町及村二在リテハ1人 1日20銭
1世帯 1日80銭
被教護者ノ属スル世帯二於テ収入アル場合二
於テハ其ノ収入ノ額ハ前項ノ額ヨリ之ヲ控除ス
ベシ
第6条 居宅救護ノ場合二於テ医療ノ為支出ス
ル費用ハ左ノ限度ヲ超ユルコトヲ得ズ
診察料 無料 但し往診ヲ要スルモノハ 1里
二村30銭
薬治料 1人 1日 12銭 但シ処方等二依 り
薬剤師ノ調剤スル場合ハ1人 1日1剤6銭
処置料 1人 1回 10銭
手術料 1人 1回 小手術30銭 中手術 1円
充填料 1歯 50銭
検査並二注射料 1人 1回 20銭
文書料 1件10銭
前項ノ規定二依り難キモノニ付テハ市町村長
ハ知事ノ認可ヲ受ケ其ノ都度之ヲ定ムルコトヲ
得
第 7条 居宅救護ノ場合二於テ助産ノ為支出ス
ル費用ハ1人1回6円以内トス
第8条 収容救護ノ場合二於テ生活扶助ノ為支
出スル費用ハ左ノ限度ヲ超ユルコトヲ得ズ
1.県又ハ市町村ノ設置シタル救護施設
ィ.病院､産院 1人 1日 25銭
ロ.其ノ他 1人 1日 15銭
2.私人ノ設置シタル救護施設又ハ適当ナル施
設
ィ.病院､産院 1人1日 40銭
ロ.其ノ他 1人 1日 20銭
3.私人ノ家庭 1人1日 35銭
第9条 収容救護ノ場合二於テ医療又ハ助産ノ
為支出スル費用-左ノ限度ヲ超ユルコトヲ得ズ
1.県又ハ市町村ノ設置シタル救護施設1人 1
日30銭
2.私人ノ設置シタル救護施設又ハ適当ナル施
設 1人 1日40銭
医療又ハ助産ノ為支出シタル費用ニシテ前項
二依り難キモノニ付テハ市町村長ハ知事ノ認可
ヲ受ケ其ノ都度之ヲ走ムルコトヲ得
第10条 生業扶助ノ為支出スル費用ハ 1人二付
30円以内トス
市町村長前項ノ救護ヲナシタル トキハ其ノ救
護台帳ノ謄本ヲ添付シ其ノ都度知事二報告スベ
シ
第11条 埋葬ノ為支出スル費用ハ7円以内トス
第12条 救護法施行規則第 6条ノ届書ニハ左ノ
事項ヲ記載スベシ
1.作業ノ種類
2.作業ノ時間
3.作業二依ル収入ノ処分方法
第13条 市町村長ハ毎年度 9月及 3月ノ末日ヲ
期シ前6月間ノ救護状況報告書ヲ様式第2号二
依り作成シ但其ノ期間内ノ救護状況ヲ具シ翌月
15日迄こ知事二報告スベシ
第14条 市町村長ハ救護二要スル費用ガ県ノ負
担こ属スベキ者ノ救護ヲ為シタル トキハ其ノ救
護台帳ノ謄本ヲ添付シ遅滞ナク其ノ旨知事二報
告スベシ
市町村長前項ノ救護ノ廃止､停止又ハ変更ヲ為
シタルトキハ遅滞ナク其ノ旨知事二報告スベシ
第15条 市町村長県ノ負担スル費用ノ繰替支弁
ヲ為シタル トキハ毎年度9月及 3月ノ末日ヲ期
シ前6月間ノ救護及埋葬ノ費用二間スル繰替支
弁金計算書ヲ様式第 3号二依り作成シ支出二関
??‥ ?? ? ??????
?
???
?
???
???? ?
? ???
[こ･
く.D
考備 者 護 救 被 宿住也 第競
氏名
番許可午月親し｣妄言該±第当夜議種＼｣き別
∴十種墜別 昭刺第年月競許日可
救護ノ方法
敬護ノ方演 世管主
救護廃閉止始年月日
事 要救由 護 況 状 ノ 帯 世 護 救 要 願 救口護附 出昭和日月年硯居 本住在他 案又地ハ 地
額 月 込 見 支 収 員 人 成 構 ノ 常 世
詳 内 収入 氏名
其ノ他 救私窒人品ノ仕親送族リノ 努働収入 世1土=一'而r主 ノ世続 警柄 ト
lJ 生午月日純
一世日常普構支成出員額一人 詳 内 支出 性別其ノ他 響磨費 節戻燈火費 被服費 住宅普 食料費 教J㌧日
職莱
∩ ノ 努程 震度 障銭
者扶ノ養能 義力 務 負 資産債 及 公課 租税 H込収月入額見鈍
午月日 年月日 年月日 年月日 午月日 午月∩ 午月日 居住始期
???
??????? ?? ???
???????
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
計 坐莱 助 冒 坐宿 戟護
秩助 産 痩 扶助 種類
計 収 局 収 居 収 居 収 居 収 居 容居ノ宅別収容 宅 香 宅 容 宅 香 宅 容 宅
前期ヨリ壁貝
救護ノ開始
麿救止護停ノ
死亡
???????
???
?
???????????
在現 計 者育劫母晴ノ 弱耗神構体身ハ又弱虚 疾傷病疾 疾腰具不 婦 産 姫 以歳三十者幼ノ下 歳五十六老ノ上以老衰 救護ノ檀#
育人良世管数金顔延人良育人良世管数金額延人良賛人良世管数金顔延人員i人員世管敬金顔延人員賓人良世管数金額延人負賓人良世管数金柄延人負賓人負世帯数金顔延人負賓人負世管敬金顔延人負賛人負世帯数
日 FJ l H + FJ rj 円 居宅 坐活扶助
lJ FJ FJ rJ + H rl] 円 収容
Fj + FJ lJ + FIJ H 円 居宅 #痩
lJ 千 rl H 円 円 円 IlJ 収容
｢J lJ 円 円 fj PI ｢J 日 居宅 助産
円 ∩ 日 ∴ 円 Ij FJ rJ 宿宅 生莱扶助tlj 円 rJ 日 FJ H 千 Fl 収容
｢】 H rJ H Fj ij + FI 居宅 計
m FJ F IJ + FJ J J 収容
? ? ?‥ ? ? ? ???????????
???
???????
?
??? ???????
こL-
■ll-
況 状 ノ 課 賦 業 作 額 金 及 貞 人 ノ 護 救
計 = /TE 計 家私人 施適 ･こ 救 庭私施適救ム 一ヽ ･静 _∵ 設皆三何 何 何 何 Hlナ 何 何 何 施 u1ノ又ナ施
々 々 々 々 庭ノ設ル 々 々 々 設 家ハ/レ設
貝入寮 何々 員入費 坐宿扶助
員九延 員入廷
員入寮 何々 円額 金
員人延 員人賓 質痩員人賓 何々 員人延
員九延 H板 金
員人音 何々 員入寮 助産
員人延 員人延
員入寮 何々 IJ額 金
員人延 員入寮 生莱扶助
員人音 計 lJI額 金
員入廷 員入寮 計
金収 作額入 業 円額 金
ノ従作状 事業況 者 ニノ封勤ス怠ル 員入管 哩葬
円額 金
員 在 現
????
?
??? ??????? ? ?????????
?
??? ?????
?
?
哩秦費 計 坐業扶助普 助産費 翠痩費 生活秩助費 種漢
収 居宅 収 居 収 居 収 居 収 居 香ノ居宅香 香 宅 谷 宅 谷 宅 苓 宅 別収
賓人良
延人負
FIJEヨ#高人里又ノ＼聖J'[争いl支出敬
円最低
円辛均
円 金繰香支部桝
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スル叢悪書類ヲ添付ノ上翌月15日迄二知事二弁
償ヲ請求スベシ
第16条 市町村長遺留物品ヲ競争入札二付セズ
シテ売却セントスルトキハ2人以上ヨリ見積書
ヲ徴スベシ
有価讃券ノ売却ハ公定価格二依ルベシ
第17条 私人ノ設置スル救護施設二関シ其ノ設
置者又ハ救護施設ノ長ヨリ知事二提出スル書類
ハ其ノ所在地市町村長ヲ経由スベシ
附 則
1.本令ハ昭和7年1月1日ヨリ之ヲ施行ス
2.明治43年2月22日県令第6号窮民救済規則ハ
之ヲ廃止ス
救護法二依ル居宅救護ノ場合二於ケル生活扶
助ノ為支出スル費用ノ限度こ関スル件
(昭和6年12月26日 発社第1340号)
救護法施行細則第5条ハ居宅救護ノ場合二於
ケル救護者1人並ニ1世帯二対シ生活扶助ノ為
支出スル費用ノ限度ヲ規定シタルモノニ有之候
虞 1家二於テ多数ノ要救護者ヲ有スル場合二於
テハ生活扶助ノ為二支出スル費用ハ其ノ人数二
応ジ漸減セラルルモノト認メラレ候二就テハ左
記標準ヲ参考トシ救護上遺憾ナキヲ期セラレ度
此段及通牒候也
1人 2人 3人 4人 備 考
市 25銭 45銭 60銭 75銭 5人以上1人ヲ増ス毎ニ1人ニ付キ1日拾銭ヲ加フ但シ1世帯1日 円以内トス
指 定 町 40 53 65 5人以上1人ヲ増ス毎ニ1人大聖寺､小松 22 ニ付キ1日拾銭ヲ加フ但シ1
七尾､輪島 世帯1日九拾銭以内トス
b.石川県内における救護法の実施状況
内務省は1932年 1月 1日からの救護法実施
の予備調査として､1931年に要救護者調査に
ついて各府県に通牒した｡これを受けて､石
川県では町村社会事業関係吏員､方面委員そ
の他社会事業関係者を動員して県内の要救護
者の調査を実施した｡⑳
調査結果は表6の通りである｡石川県全体
での要救護世帯 は1,509世帯､その人員 は
2,716人 (男1,203人､女1,513人)で､事由別
内訳は13才以下の幼者1,101人､65才以上の老
衰者864人､疾病傷病者288人､精神耗弱また
は身体虚弱者255人､不具廃疾の者189人､乳
児晴青の母17人､妊産婦 2人であった｡これ
を石川県の総世帯および総人口に対する割合
をみると､世帯1,000に対して約10世帯､人口
1,000に対して3人 6分強の割合で､県下218
市町村のうち､要救護者のない町村は35カ町
村であった｡⑳
要救護者の基準は軍事救護法による要救護
者標準､済生会要救護者標準および方面委員
要救護者標準等を参考にし､地方の状況に依
る最小限度の生活所要額の標準によって､以
下のように設定された｡⑳これによると､県発
矢上:石川県社会福祉成立史研究 (3-1)
令の ｢救護法に依る居宅救護の場合に於ける
生活扶助の為支出する費用の限度に関する
件｣による基準額よりも金沢市では5銭増額
され､大聖寺町､小松､七尾､輪島町は7銭
から15銭の増額 となっており､さらに､1世
帯当りの最高限度額も1円から1円20銭に､
大聖寺､小松､七尾､輪島町は90銭から1円
20銭と引き上げられた｡
甲地 (金沢市､大聖寺町､小松町､七尾町､輪
島町)
1人 1日 30銭以内
2人 1日 50銭以内
3人 1日 65銭以内
4人 1日 80銭以内
5人以上 1人を増す毎に1日に付き10銭を加
ふ 但し最高限度1日1世帯1円20銭以内とす｡
乙地 (前各町を除く其の他の町)
1人 1日 25銭以内
2人 1日 40銭以内
3人 1日 55銭以内
4人 1日 70銭以内
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5人以上 1人を増す毎に1日に付き10銭を加
ふ 但し最高限度1日1世帯1円10銭以内とす｡
丙地 (各村)
1人 1日 20銭以内
2人 1日 35銭以内
3人 1日 50銭以内
4人 1日 60銭以内
5人以上 1人を増す毎に1日に付き10銭を加
ふ 但し最高限度 1日1世帯 1円以内とす｡
同調査による要救護者2,716人は1931年度
の国費救済102人および公費救済 (県市町村
費)1,320人より､1,294人多 く算定され､救
済対象が拡大された｡しかし､1920年以降昭
和初期につながる慢性的経済不況 ･農業恐慌
のなかで､実際にはこれよりはるかに多 くの
救済対象が存在 していた｡すなわち､救護法
は公的義務救助制をとってはいるものの､制
限救助主義をとっているため､経済不況によ
り惹起された失業貧民については､救護法の
対象から除外されていたことからも､それは
表6 石川県院外要救護者数
院外要救護者調査表 桓 儲 1,509世帯
性別 要 救 護 事 由六十五才以上十三才以下ノ妊産婦不具療疾病傷 精神耗弱又ハ 乳見桶 計
ノ老長者 幼 者 疾ノ者 嘩ノ首 身体虚弱ナル者 育ノ母
男 256 594 93 145 115 I.203
女 608 507 2 96 143 140 171.513
計 8641.101 2 189 288 255 172.716
要放言在生活扶助 8641.101 181 205 250 172.616嘗療 46 6 ll 168 14 245
‖ヽ檀別助産 2 2
生業扶助 1 3 3 7
院外要救護者調査表 画 筆市 368世帯
性別 要 救 護 事 由
六十五才以上ノ老衰者 十三才妊産婦不具療疾ノ者 疾病傷擁ノ者 精神耗弱又ハ 乳見境育ノ母 計以下ノ幼 者 身体虚ナル者
男 59 154 15 42 24 294
女 151 121 12 45 34 4 367
計 210 275 27 87 58 4 661
要政幸臣生活扶助 210 275 27 73 58 4 647嘗療 25 3 2 72 8 110
ロ)し種別助産
生業扶助
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院外 要救 護 者調査 表 l江沼郡 l 63世帯
性別 要 救 護 事 由六十五才以上 十三才以下ノ妊産婦不具麿疾病傷 精神耗弱又ハ孔見時 計
ノ老衰者 幼 者 疾ノ者 疾ノ者 身体虚弱ナル者育ノ母
男 7 18 6 4 35
女 24 19 1 6 4 ll 65
計 31 37 1 6 10 15 10
要政幸藍生活扶助 31 37 6 7 15 96嘗療 2 1 8 ll
Ll種別助産 1 1
生業扶助
院外 要救護 者 調査 表 l能美郡 262世帯
性別 要 救 護 事 由六十五才以上 十三才以下ノ妊産婦不具麿疾病傷 精神共弱又ハ孔見境 計
/%#者 幼 者 疾ノ者 擁ノ者 身体虚弱ナル者育ノ母
男 50 99 8 21 22 20
女 114 91 1 15 20 19 5 265
計 164 190 1 23 41 41 5 465
安政･T-種別 生活扶助 164 190 23 26 41 5 449
昏糠 6 1 1 21 29
助産 1 1
生業扶助
要収容救 護 1 1 2
院外 要救 護 者調 査 表 l石川郡 157世帯
性別 要 救 護 事 由六十五才以上 十三才以下ノ妊産婦不具麿疾柄傷 精神耗弱又ハ孔脚雨 計
ノ老衰者 幼 者 疾ノ者 凍ノ者 身体虚弱ナル者育ノ母
男 26 66 15 21 ll 139
女 66 68 7 18 12 176
計 92 134 22 39 23 315
安牧童を生活扶助 91 134 22 17 23 292嘗療 6 1 21 28
n種別助産
生業扶助
院外 要救 護 者調査 表 匝 ヒ郡 162世帯
悼別 要 救 護 事 由
六十五才以上ノ老衰者 卜三才妊産婦不具麿疾ノ者疾病傷ノ者 精神耗弱又/乳脚甫育′母 計以下ノ幼 者 ヽ身体虚ナル者
男 30 82 10 16 ll 149
女 52 59 7 24 13 155
計 82 141 17 40 24 304
要救二手臣生活扶助 82 141 15 40 23 301嘗療 5 1 5 3 14
lーI種別助産
生業扶助
矢上 :石川県社会福祉成立史研究 (3- 1)
院外 要 枚 護 者 調 査 表 l羽咋郡 142世帯
性別 要 救 護 事 由六十五才以上 十三才以下ノ妊産婦不具麿疾病傷 梢神耗弱又ハ 孔見境 計
ノ名茨者 幼 者 疾ノ者 擁ノ者 身体虚弱ナJt,者 育ノ母
男 26 40 16 5 15 102
女 58 39 12 8 17 134
計 84 79 28 13 32 236
質政三甚生活扶助 83 79 27 10 31 230常糠 2 1 5 6 1 15
lJ二九種別 助産
生業扶助 1 1
院外 要 救 護 者 調 査 表 匝 島郡 378世帯
性別 要 救 護 事 由六十五才以上 十三才以下ノ妊産婦不具麿疾病傷 精神耗弱又ハ 孔兄噂 計
ノ老茨者 幼 者 疾ノ者 凍ノ者 身体虚弱ナル者育ノ母
男 29 51 13 14 15 122
女 79 51 17 12 20 179
計 108 102 30 26 35 301
安級重臣生活扶助 108 102 26 16 32 284嘗療 14 14
I)種別 助産
生業扶助 3 3 6
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院外 要 枚 護 者 調 査 表 l鳳至郡 99世帯
性別 要 救 護 事 由六十五才以上 十三才以下ノ妊産婦不具凌疾病傷 精神耗弱又ハ孔脚南 計
jB#普 幼 者 疾ノ者 a)i 身体虚弱ナル者 育ノ母
男 19 39 9 ll 9 87
女 34 35 10 8 8 95
計 53 74 19 19 17 182
安救護 生活扶助
嘗療
I種別 助産
生業扶助
要収容救 護
院外 要 枚 護 者 調 査 表 桓 l郡 78世帯
悼別 要 救 護 事 由六十五才以上 十三才以下ノ妊産婦不具慶疾病傷 満仲耗弱又ハ 計
孔見境
ノ老長者 幼 者 疾ノ者 a)i 身体虚弱ナル者育ノ母
男 10 45 7 9 4 75
女 30 24 10 4 6 3 77
計 40 69 17 13 10 3 152
安救護 生活扶助 40 69 17 2 10 3 141嘗療 ll ll
PA樵別 助産
生業扶助
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表7 救護法による救護 (昭和7年～昭和12年)
年 次 県 の 救 護 市町村の救護
実人員 救護費用 実人員 救護費用
昭和7年 居宅 20 163 2,304 62,343
収容 9 (ーJ)410[] 272 12,271
8年 居宅 20 366 2,503 70,623収容 15 561 368 14,075
9年 居宅 13 94 2,557 70,529収容 16 766 437 17,510
10年 居宅 6 55 2,574 71,122収容 21 713 354 20,349
11年 居宅 13 94 2,631 71,277収容 22 633 615 21,909
12年 居宅 208 2,885 78,686
(注)『石川県統計書』昭和7年～昭和12年版より矢上作成
十分に窺える｡⑳
1932年度から1937年度までの救護状況は表
7の通 りである｡1931年度の予備調査では
2,716人の救済対象であったが､1932年度の救
護法による救護人員は2,605人と110人ほど少
なかった｡救護人員は年次を追って増加し､
1937年度は3,607人となった｡
被救護者の事由別内訳について､1932(昭
和 7)年度 (表8)においては､｢13才以下の
幼者｣が県13人､市町村879人､｢65才以上の
老衰者｣が県3人､市町村825人､｢疾病傷病｣
が県11人､市町村435人､｢不具廃疾｣が市町
村222人､｢精神耗弱または身体虚弱｣が県2
人､市町村170人､｢幼児晴青の母｣が市町村
26人､｢妊産婦｣が市町村19人で､｢13才以下
の幼者｣と ｢65才以上の老衰者｣が圧倒的に
多い｡
救護の内容では ｢生活扶助｣が最も多く､
次いで ｢医療｣であった｡
1937(昭和12)年度 (表9)においては､
｢13才以下の幼者｣が県18人､金沢市442人､
町村874人､｢疾病傷病｣が県27人､金沢市678
人､町村218人､｢65才以上の老衰者｣が県4
人､金沢市269人､町村602人､｢不具廃疾｣が
県2人､金沢市90人､町村151人､｢精神耗弱
または身体虚弱｣が県3人､金沢市69人､町
村158人､｢幼児晴青の母｣が町村13人､｢妊産
婦｣が金沢市5人､町村 2人で､｢13才以下の
幼者｣が突出して多く､次いで ｢疾病傷病｣
の順である｡
救護の内容では1932年度と同様で ｢生活扶
助｣が最も多く､次いで ｢医療｣であった｡
救護法による被居宅救護者の生活実態につ
いては金沢医科大学衛生学教室 『金沢市にお
ける第一種カード階級者 (居宅救護)の生活
状態調査｣『社会改良』(第10号､昭和10年)
が詳しい｡同調査は1933年10月1日現在の金
沢市在住の被居宅救護者369世帯528名(男208
名､女320名)を対象に実施された｡調査の結
果､①被救護者居住地域は金沢市のほぼ外辺
に散在しており､東京市や大阪市のように密
集性がない｡②救護条件別では老衰者32.52
0/.±2.050/.で最も多 く次いで幼者29.73%±
矢上:石川県社会福祉成立史研究 (3-1)
1,99%､疾病19.32%±1,72%の順であった｡
(勤救護種別で生活扶助が77.84%±1.80/Oで最
も多く､次いで､生活扶助と医療扶助を併せ
て受けるものが12,31%±1.43%であった｡
④金沢市の救護法施行細則では1人 1日25銭
を最高額と規定しているが､現金支給1人 1
日10銭乃至15銭で外に米､薪炭等の現物支給
であった｡(9年齢別では70歳以上126人 (23.
86%±1.85%)で最も多く次いで0-9才の
119人 (22.54%±1.81%)であった｡(参単身
世帯が172世帯 (46.61%±2.60%)で最も多
く､次いで2人世帯70世帯(18.97%±2.04%)
の順で平均世帯人数は2.43人で､大阪市4.06
人 (1931年12月調査)および東京市4.04人
(1932年3月調査)と比較すると著しく小で
ある｡⑦月収は1カ月5円未満の世帯が212
世帯 (57.45%±2.57%)で最も多く､これを
細別すると､1カ月1円より23円未満のもの
が81世帯 (21.95%±2.15%)で最 も多かっ
た｡大阪市では25円より30円未満が最も多く
東京市では35円より40円未満が､京都市では
5円より10円未満が最も多かった｡平均月収
では大阪市34円85銭､東京市22円95銭､京都
市15円45銭で金沢市は6円20銭で前3大都市
と比較して著しく低収入であった｡(参月支出
は5円より10円未満が198戸 (53.66%±2.60
%)で最も多く､なかでも5円より6円未満
が76世帯､6円より7円未満が53世帯であっ
た｡平均では東京市41円30銭､大阪市35円40
銭に対して､金沢市11円5銭で著しい差異が
あった｡(9食費は1カ月5円未満が196世帯
(53.70%±2.60%)であった｡⑩住宅費は月
1円よ り2円未満89世帯 (24.12%±2.23
%)､月2円より3円未満56世帯 (15.18%±
1.87%)4円より5円未満45世帯 (12.20%±
1.70%)の順であった｡住宅費無代は40世帯
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であり､自ら所有は33世帯あるが､ようやく
雨露を凌ぐ程のもので小屋同然であった｡⑪
救護を受けるに至った理由は疾病158世帯
(42.8%±2.58%)で最も多く､老衰が116世
帯 (31.44%±2.42%)､夫に死別45世帯 (12.
20%±1.70%)の順で､とくに疾病と貧困と
の関連が明確となった｡
4) 県下社会事業費の動向
県および市町村の社会事業費の予算(表10)
についは､全体の傾向をみると年次をおって
増加している｡1928､29年の予算減が著しい
のは､県費の各種社会事業資金の予算が大幅
に下げられたためである｡市町村費では､市
の社会事業費が年次をおって増加し､とくに
1931年度から1933年度では1932年度をはさん
でいるが､1.5倍と急増しており､さらに､町
村においては3倍と急激な増大を示しており､
社会事業の農村部への拡大を裏付けている｡
(2)石川県救済会の設立
1919(大正8)年8月､社会事業連絡機関
として石川県救済会 (1921年3月､石川県社
会事業協会に改称)が､金沢市社会課 (1920
年9月)および石川県社会課 (1921年4月)
に先行して設立された｡同会の目的は ｢-県
下社会事業の連絡提携を図り時勢に順応する
社会事業を調査研究し斯業の改良発達を期す
る-｣⑳とある｡
石川県救済会の設立当初の会則については
不明であるので､ここでは石川県社会事業協
会の会則についてあげておく｡
石川県社会事業協会会則
第 1条 本会ヲ社会事業協会と称ス
第2条 本会ハ県下社会事業ノ連絡提携ヲ図リ
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×印ヲ附シタルハ同一人二シテ二種以上 ノ救護 ヲ受クルモノナリ次表亦同ジ
表 8 救 護 法
総 数 六十五歳以上ノ老衰者 十三歳以下ノ幼者 妊 産 婦
賓人月 延人月 金 額 賓人月 延人月 金 赦 貨人員 延人員 金 額 賓人員 延人員 金 額
総 数 (冨…腎 療 芸埋 葬 20× 29181 14242246110 円163410lらl37723l 3 1095 円146 103 74489 円65158 円
救 護 法
×印ヲ附シタルハ同一人二シテ二種以上 ノ救護 ヲ受クルモノナT)次表亦同ジ
総 数 六十五歳以上ノ老衰者 十三歳以下ノ幼者 妊 産 婦
賓人員 延人員 金 額 賓人員 延人員 金 軌 賓人員 廷人月 金 額 賓人員 延人員 金 額
総 敷 く≡… 2304× 7060 317 円62343 775× 1 214411 円25198 828× 6223964 円17516 17× 4 72 円10
272× 67 12271 50 2355 51 3529 2× 6
2190× 1 604R3 767 25077 822 17342 3 9
219× 4 60019 10499 49 15532 2352 51 17988 3529 1× 14 8 391
矢上 :石川県社会福祉成立史研究 (3-1)
依 ル 救 護
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(其ノ一 騎救護) (昭和7年度)
不 具 麿 疾 疾 病 傷 凍 精神耗弱又ハ身体虚 幼 者 晴 育 ノ母 年度 末現 在
賓人員 延人員 金 額 賓人員 延人月 金 額 賓人員 延人員 金 額 賓人員 延人月 金 額 賓 人 月
円 × 2927 544 円7705 1 139 円2136 円 87
俵 ル 救 護
(其ノ二 市町村救護) (昭和7年度)
不 具 慶 疾 疾 病 傷 疾 精神耗弱又ハ身体虚 幼 者 晴 育 ノ母 年度 末現 在
賓人員 延人員 金 額 賓人員 延人員 金 額 賓人員 延人員 金 額 賓人員 延人員 金 額 賓 人 員
195× 6 57504 円6965 331× 8 555122 円7570 321× 43549 円4607 26 円387 1874× 16
27× 1 1137 104× 6 3215 38 2029 - - 193× 15
194× 1 6851 246 6212 132 4605 26 5695 387 1824
27 7328 1099 53× 1 5641 1487 38 13522 2029 176
1× 5 963 114 85× 38 8819 1358 × 1 15 2 50× 15
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×印ヲ附シタルハ同一人ニシテ二種以上ノ救護ヲ受クルモノナリ次表亦同ジ
表 9 救 護 法
組 敷 六十五歳 以上ノ老衰者 十三歳以下ノ幼者 妊 産 婦
賓人員 延人月 金 額 賓人員 延人月 金 額 賓人月 延人月 金 額 賓人員 延人月 金 額
線 敷 く≡… 36 円208136 13 354 円362 ll7 1030216 円9135 円
生活扶助 (≡…･ 石 器助 産 冨紬 :≡埋 葬 19 1949 208 1 36 ll 1030 91
救 護 法
組 敷 六十五歳以上ノ老衰者 十三歳以下ノ幼者 妊 産 婦
賓人月 延人員 金 額 賓人月 延人員 金 額 賓人月 延人員 金 額 賓人月 延人員 金 額
線 敷 く芸,: 958× 959514 203777 円250721403 20663 61395 円76501867 39052 83424 円81752991 5 円30
腎 療 (≡≡助 産 冨生業扶助埋 葬 819 22905 206 7650 390 8175
矢上 :石川県社会福祉成立史研究 (3- 1)
依 ル 救 護
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(其ノー 市町村救護) (昭和 12年度)
不 具 廃 疾 疾 病 傷 疾 精神耗弱又ハ身体虚 幼 者晴育 ノ母 年度 末現 在
賓人月 延人月 金 額 賓人月 延人月 金 額 茸人員 延人員 金 額 賓人員 延人月 金 額 賓 人 員
2 110 円10 423× 10lO 288155803 円4673037852 3 529 円79 167 円25 1022× 6
依 ル 救 護
(其ノ二 市町村救護) (昭和 12年度)
不 具 廃 疾 疾 病 傷 病 精神耗弱又ハ身体虚 幼 者 晴育 ノ母 年 度 末現 在
宮入貝 延人月 金 額 賓人員 延人月 金 額 賓人員 延人月 金 額 賓人月 延人月 金 額 賓 人 月
45 14330 円1679 275× 59 35539 円6473 37 9089 円1065 円 560× 46
45 1756 403× 149 13296 32 1493 283× 46
lb 141 4336 495
45 11707 1756 236 35038 8208 32 9960 149310 243
42 清泉女学院短期大学研究紀要(第 16号)
救 護 法
紙 数 六十五歳以上ノ老衰者 十三歳以下ノ幼者 妊 産 婦
賓人員 延人員 金 額 賓人月 延人員 金 額 賓人員 延人員 金 額 賓人員 延人員 金 額
組 敷 く冨≡ 1927× 1091502072 円536145427 58418159877 円20175997 86410 212324 円1809863 2i1 28 円ll65
l ;, - 1881 52566 561 19945 853 1803576 19737 3624 18 5556 97 10 3458 63
時勢二順応スル社会事業ヲ調査研究シ斯業ノ改
良発達ヲ期スルヲ以テ目的 トス
前項ノ目的ヲ達成スル為必要 卜認ムル場合二
於テハ本会自ラ事業ノ施設経営二当ルコトアル
ヘシ
第3条 前項ノ目的ヲ遂行スル方法ハ本会評議
員会ノ決議二依り別二之ヲ定ム
第 4条 本会ノ事務所ヲ石川県庁社会課内こ置
ク
第 5条 本会ハ毎年 1回総会ヲ開キ左ノ事項ヲ
行フモノトス
但シ必要アル場合及評議員会ノ決議二依 り臨
時総会ヲ開クコトヲ得
1.前年中事務及会計報告
2.議事及役員選挙
第 6条 本会ノ会員ハ本県社会事業関係者及本
会ノ趣旨ヲ賛同セラレタルモノトス
第 7条 本会二左ノ役員ヲ置ク
会長､副会長各 1名､顧問評議員若干名
顧問ハ本県知事及金沢市長其ノ他社会事業二
対スル篤志家ヲ本会ノ決議二依 り推挙スルモノ
トス
会長ハ本県内務部長､副会長ハ本県社会課長ヲ
推薦スルモノトス
評議員及幹事ハ会長之ヲ指名シ其ノ任期ハ2
カ年 トス
第 8条 会長ハ会務ヲ総理シ本会ヲ代表ス
副会長ハ会長ヲ補佐シ会長事故アル トキハ之
ヲ代理ス
幹事ハ会長ノ命ヲ受ケ会務ヲ処理ス
評議員ハ本則二定ムルモノノ外会長ノ諮問二
応シ又ハ其ノ提案こ基ツキ必要ナル事項ヲ議決
第 9条 総テ会議ハ過半数ノ出席二依 り開会シ
矢上 :石川県社会福祉成立史研究 (3- 1)
依 ル 救 護
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(其ノ三 市町村救護) (昭和 12年度)
不 具 廃 疾 疾 病 傷 疾 精神耗弱又ハ身体虚 幼者晴育ノ母 年度 末現在
賓人月 延人員 金 額 賓人員 延人月 金 額 賓人月 延人月 金 額 賓人月 延人月 金 額 賓 人 員
138× 2 38602 円4099 201× 7 515526 円6720 125× 1 34688 円4069 13 4027 円460 1508× 11
13× 2 520 17× 3 1164 33× 6 2683 6l× 7
6 5 193 065 4 390 495
ll 2993 487 13 2540 613 24 5191 1464 54
2× 28 4 7× 2502 617 1× 365 109 13× 1
議決ハ出席員ノ過半数ヲ以テ決ス
第10条 本会ノ経費ハ会員ノ会費､一般寄附金及
行政庁ノ補助金ヲ以テ之二充ツ会員ノ会費ハ年
額 1円トシ拾円ヲ納メタル者ヲ終身会員トス
第11条 本会ノ会員タラムトスルモノハ会員ノ
紹介ヲ経テ幹事二申込ムヘシ退会ノトキ亦同シ
第12条 本会会務ノ管理二関スル細則ハ評議員
会こ於テ別二之ヲ定ム
第13条 本会則ハ総会二於テ出席員3分ノ2以
上ノ同意ヲ得ルニ非サレハ変更スルコトヲ得
ス⑪
同会規則によると､会長は石川県内務部長
であり､副会長は石川県社会課長が推薦され
るとあり､また､事務所も県庁社会課内に位
置することなどから､まさに､同会は石川県
社会事業行政の補助的機関としての性格を有
していた｡
同会の運営経費は会員の会費のほか､一般
寄付金や行政庁の補助金に依っていた｡石川
県学務部 『社会課事務概要』(昭和10年度)に
よれば､同会は基金として一般会計3,000円､
特別会計24,000円を有し､1935(昭和10)午
度の予算額は一般会計2,370円､特別会計は1,
032円であった｡⑫
同会は先にあげた目的のために､機関誌『石
川県之社会改良』を1924(大正13)年より刊
行し､社会事業関係の諸資料の頒布､各種講
習会､講演会､協議会などの開催､児童愛護
週間､栄養週間､視力保存デーなどの各種週
間の援助､託児所の奨励および少年教護事業､
司法保護事業の奨励助成などの諸事業を展開
した｡⑩また､後述する石川県社会改良委員制
度の成立とその展開にも大きな影響を与えた
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救 護 施 設
(昭和 12年度)
種 別 施 設 数 救護法関係ノ事 務 費 延 人 員 薯 人 員 年度末現在
公 設 1 3703 12337 668 31
救護法二依ル救護移動状況
×印ヲ附シタ)i,ハ同一人ニシテ二種以上ノ救護ヲ受クルモノナリ次表亦同ジ (其ノー 牒) (昭和12年度)
前年度ヨリ越 貞 本年度中救護ヲ開始セル者 救護責人貞 救 護 ノ廃止停止 死 亡 年度末現任員
総 数 (冨≡ 7 ll 13 8 8 10
13 25 38 8 22
× 2 × 9 × 11 × 2 × 35 × 6
7 ll 18 8 10
ll 16 27 6 1
2 9 ll 2 3 6
救護法二価ル救謙移動状況
(其ノ二) (昭和12年度)
前年度ヨリ越 貞 本年度中救護ヲ開始セル者 救護賛人員 救 護 ノ廃止停止 死 亡 年度末現任貞
組 敷 く冨芸 629 329 958 340 58 580
× 28 × 31 × 59 × 3 × 10 × 46
262 333 595 216 96 283
× 32 × 113 × 149 × 79 × 24 × 46
583 236 819 283 41 495
219 209 428 122 72 234
留 療 (冨芸 46 88 134 52 17 65
× 28 × 31 × 59 × 3 × 10 × 46
3× 3 124 67 94 24 49× 113 × 49 × 79 × 24 × 4石
矢上:石川県社会福祉成立史研究 (3-1)
表10 県下社会事業費 (予算)
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年次 県 費 市 費 町 村 費 合 計
直営 補助 計 直営 補助 計 直営 補助 計 直営 補助 計
1926 1.930.356 ll.1501,941,506 169,669 3,750 173,418 85,162 42,321 127,4832,185,187 57,2212,242,408
1928 2,080.789 15,4512,096,240 215,747 4,500 220,247 102.779 41,498 144,2772,399,315 61,4492,460,764
1929 218,912 22,215 241,127 190,295 4,200 194,495 142,560 49,566 192,126 551,767 75,981 627,748
1930 389,166 15,079 404,245 208,318 4,515 213,033 127,609 44,605 172,214 725,293 64.199 789,492
1931 2,375,751 24,5952,400,346 227,125 5,480 232,605 124,766 36,894 161,6602,727,642 66,9692,794,611
1933 2,456,443 58,1702,514,613 361,723 4,175 365,898 458,638 38,563 497,2013,276,804 100,9083,377,712
1934 2.466,82() 55,41g2,339,021 329,542 7,825 337,367 331,838 37,924 369,7623,128,ZOO 101,1683,229,368
のである｡
(3)石川県社会改良委員制度の成立と展開
1) 石川県社会改良委員制度の成立
石川県の方面委員制度については､石川県
社会福祉協議会 『石川県民生委員制度五十年
史』(昭和47年)に詳述されており､日本の方
面事業の動向では田代国次郎 ｢日本社会福祉
活動の歴史一日本の方面事業の歴史｣田代不
二男編『社会福祉と社会変動』(誠信書房､昭
和46年)が詳しい｡
方面委員制度については1917 (大正 6)年､
岡山県知事笠井信一による済世顧問制度､
1918 (大正 7)年､矢吹慶輝らによってドイ
ツのエルバーフェル ト制度を参考にした東京
府慈善協会の救済委員制度､その4カ月後に
大阪府において小河滋次郎らによる方面委員
制度などがあり､⑭なかでも方面委員制度が
全国的に普及した｡
石川県でも､1921 (大正10)年5月､郡市
長会議において､方面委員制度の新設につい
て協議され､さらに､同年 6月､郡市社会事
務担任者協議会で具体的に検討し､その結果
一部に限って試験的に実施することとし､
1922 (大正11)年 1月､石川県告示第17号を
以て ｢石川県社会改良委員規程｣が公布され､
漸次実施地域を拡大することになった｡同年
設置されたのは金沢市 6小学校下 (野町､菊
川町､石引町､此花町､馬場､森山町)およ
び郡部 4カ所 (大聖寺町､小松町､七尾町､
輪島町)で､同年 5月､社会改良委員98名､
理事10名､顧問弁護士3名を嘱託し､6月よ
り社会改良委員の活動が始まった⑮｡
石川県社会改良委員制度の創設の際､指導
的役割をとったのは前任地大阪から石川県社
会課長に着任した赤堀郁太郎であった｡彼は
大阪の方面委員制度の知識や経験を活かし､
石川県社会改良委員制度の創設と社会改良委
員の指導 ･育成に大きな貢献をした｡このよ
うに石川県社会改良委員制度は大阪の方面委
員制度の影響を強く受けたのであった｡⑳
石川県社会改良委員規程
(喜詩宗芸去宗主謁)
第1条 社会改良委員ノ区域ハ町村二在リテハ
町村ノ区域市二在リテハ小学校通学区域二依ル
第2条 社会改良委員ノ担当方面ハ市二在リテ
ハ常務委員町村二在リテハ町村長ノ定ムル所二
依ル
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第 3条 社会改良委員ハ左ノ各号ノーニ該当ス
ル者ノ中二就キ郡市長ノ推薦二依り知事之ヲ嘱
託ス其ノ任期ハ2箇年 トス
1.市町村吏員
2.警察官吏
3.教育関係者
4.医師及産婆
5.神職僧侶及諸宗教師
6.前各号ノ外適当卜認ムル者
第 4条 区域内二於テ学校其ノ他適当ノ場所こ
事務所ヲ設ケ書記ヲ置ク書記ハ市町村長ノ推薦
こ依り知事之ヲ嘱託ス
第 5条 社会改良委員ハ関係区域内ノ状況ヲ詳
審シ左ノ調査及実行二従事スルモノトス
1.要救護者各個ノ状況ヲ調査シ之二対スル救
済方法ノ適否ヲ攻究シ其ノ徹底二努ムルコト
2.現在社会事業ノ適否ヲ調査シ新設若ハ拡張
ヲ要スベキ事業ヲ攻究スルコト
3.其ノ他特二調査実行ヲ委嘱セル事項
第 6条 区域内委員ヲ以テ委員会ヲ設ケ町村委
員会二在 リテハ町村長ヲ市委員会二在 リテハ常
務委員ヲ以テ会長 トス
委員会ハ隔月 1回之ヲ開ク但シ会長二於テ必
要 卜認ムルトキハ随時之ヲ開クコトヲ得
第 7条 町村委員会ハ 1名ノ常務委員ヲ互選ス
ベシ
市ノ常務委員ハ各区域内 1名 トシ市長ノ推薦
こ依 り委員中ヨリ知事之ヲ命ズ
第 8条 事務打合ノ為郡市二常務委員会県二理
事会ヲ設ク
第9条 常務委員会ハ郡二在 リテハ委員会長及
常務委員ヲ市二在リテハ常務委員ヲ以テ之ヲ組
織シ郡市長ヲ以テ会長 トス
常務委員会ハ毎年春秋 2回之ヲ開ク但シ会長
二於テ必要 卜認ムル トキハ随時之ヲ開クコトヲ
得
第10条 常務委員会ハ会員ノ互選二依 リ1名ノ
理事ヲ定ムベシ
第11条 理事会ハ県社会事業関係各課長､常務委
員会長同理事及警察署長ヲ以テ之ヲ組織シ内務
部長ヲ以テ会長警察部長ヲ以テ副会長 トス
理事会ハ毎年 1回之ヲ開ク但シ会長こ於テ必
要 卜認ムル トキハ随時之ヲ開クコトヲ得
第12条 理事会こ顧問ヲ置クコトアルベシ
第13条 理事会長ハ必要こ応ジ社会改良委員其
ノ他ノ者ヲ理事会二列席セシメ意見ヲ述べシム
ルコトヲ得
第14条 常務委員会及理事会二幹事ヲ置キ庶務
ヲ処理セシム
幹事ハ社会事業関係者ノ中ヨリ各会長之ヲ委
嘱ス
附 則
本規程中市町村委員ハ当分ノ内金沢市野町菊
川町此花町馬場森山町ノ各小学校通学区域小松
町輪島町七尾町及大聖寺町二限り之ヲ置ク
石川県社会改良委員服務心得
1.委員ハ随時分担区域内ヲ巡視シ一般生活状態
ノ真相ヲ悉知シ保護救済ヲ要スル者並被保護者
二対スル各個ノ状況ヲ調査攻究シ関係官公署団
体等 卜協議ヲ遂ケ適当ノ処遇ヲ講スルモノトス
1.委員二於テ処理ノ方法ヲ講スへキモノ凡ソ左
ノ如シ
ィ.要救護者ノ生活ヲ安国ナラシムル為市場､
産業組合､金融機関等ノ利用ノ途ヲ講スルコト
ロ.老衰､幼弱､不具､疾病等ノ為生業二堪エ
ス若ハ疾病二悩メル者ノ扶養救療等二付関係官
公署､公私社会事業団体､済生会､赤十字社､愛
国婦人会､医師会其ノ他公私各種ノ機関及篤志家
等 卜協議ヲ遂ケ機宜ノ処置ヲ講スルコト
ハ.働情ノ風二染ミ遊逸徒食シテ労働ヲ厭ヒ正
業二就クコトヲ欲セス又ハ浪費ヲ敢テシ為二貧
困 トナリ或ハ貧困 トナルノ虞アル者ノ訓化善導
ノ途ヲ講スルコト
こ.職業ヲ失ヒ又ハ自カニ依り職ヲ求ムルコト
矢上 :石川県社会福祉成立史研究 (3- 1)
能ハサル者等二対シテハ職業紹介所､事業家､篤
志家等卜協議交渉シ授産若ハ職業紹介ノ途ヲ構
スルコト
ホ.子女ノ係累アリテ業務ヲ為スコト能ハサル
カ為家計困難二陥り又ハ陥ルノ虞アル者ノ為其
ノ子女ノ保育二付学校､幼稚園､託児所等卜連絡
提携シテ適当ノ措置ヲ構スルコト
へ.妊産婦及嬰児ノ健康保全二留意シ医師及産
婆等卜連絡シ相当ノ斡旋ヲ為スコトト､孤児､遺
児､迷児､養児ノ保護二努ムルコト
チ.浮浪児､不良児､犯罪児ノ監護教養二注意
ヲ払ヒ各種社会事業及学校等卜連絡ヲ保チ適当
ナル保護指導ノ方法ヲ構スルコト
リ.戸籍ノ整理就学ノ奨励二努ムルコト
メ.前各号ノ外必要卜認ムル事項
1.委員ハ適当ノ日時ヲ定メ成ルへク毎日1人宛
事務所二出務スルモノトス
1.委員ハ別記様式二依り要保護者台帳ヲ調製ス
へシ
1.事務所こ日誌ヲ備へ委員ハ之二左ノ事項ヲ記
載スヘシ
ィ.分担区域内巡視ノ状況
ロ.要保護者処遇ノ状況
ハ.官公署其ノ他ノ団体卜協議交渉ノ顛末
二.其ノ他重要卜認ムル事項
1.取扱事務二関スル重要ナル書類ハ適当二之ヲ
編纂保存スへシ
石川県社会改良委員制度の設立当初､社会
改良委員は自己の職務について確固とした認
識がなく､それをもつまでには時間を要した｡
方面委員活動の実践をする中で委員が救他の
必要ありと市役所へ行っても予算がないとは
ねられ､委員が貧困者の問題に直面する中で
前近代的な公的扶助制度､すなわち他救規則
の不備が痛感され､近代的な公的救済制度の
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制定への要望が高まった｡それとともに､石
川県の社会改良委員は1923年 1月､｢我等は我
等の使命を友愛と互助との権化であると信じ､
これを徹底的に発揮したいと思っている｡然
し乍ら､県市並に公共団体の慈善事業が余 り
に消極的でありお座なり的であり胡摩化し的
であるのに､大いなる不満を抱いている｡我
等は其の使命に就いての無智をおぼろ気乍ら
一歩拓いて新年を迎えた以上､県市其他公共
団体の慈善事業も今後より積極的､より真実
味のあるものであって欲しい｡｣と要望を述べ
ている｡⑰
方面委員への指導や研修では1922(大正11)
年 7月7日より､金沢市(7月7日)､大聖寺
町 (7月26日)､小松町 (7月27日)､七尾町
(7月28日)および輪島町 (7月30日)に方
面委員指導会を開催した｡協議事項は､ 1.
社会改良委員服務心得に関する件､2.要保
護者調査に関する件､3.県下における社会
事業とその関係法規等に関する件であった｡
これをはじめとして､常務委員協議会の毎月
輪番での開催､さらに､同年11月21日より27
日まで7日間､社会事業の先進地大阪､神戸
両市へ社会事業視察団を派遣した｡以後､毎
年のように､各地へ社会事業視察団を派遣し
ていた｡1923年3月27日､第 1回社会改良委
員会総会を開催し､大阪府方面委員玉野永之
助の ｢方面委員の活動の状況｣に関する講演
を聞いた｡⑱
1926(大正15)年8月､社会改良委員等社
会事業関係者のために社会問題講習会 (4日
間)を開催し､翌年10月､第 1回全国方面委
員会議に高津嘱託他 6名の委員が参加 し､
1928年3月､第 1回県下方面常務委員会を開
催するなど､⑳方面委員の指導･養成の機会を
盛んに設けたのであった｡
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?? ??? ???????ー????
状 生 状 家 年 職 所 主 ハ 戸月 業 氏 ノ 世 主日 生 名 住 帯 又 第統種 区域
能 活 況 族
職莱年月日坐
環 童 見 護 保 翠痩式要保護児童董帳用準大正午月日調査
家
ノ嫡庶 成空目ノ 性 慣 住 本 生 民冨 名目 及
莱
氏名 別私 程績度 格 格 所 籍
年月日坐
坐午月日
ケ家ル庭地二位於
職莱 徴 特
心身ノ状
状規 者鑑El~】定 天後 博遣
生哩的特敬
備考
心哩狗特敬
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1931年､救護法が制定され､翌年 1月より
施行されることになり､方面委員が救護法を
活用するにあたり､中央社会事業協会では全
国数カ所で方面委員講習会を開催することに
なった｡⑲
石川県方面委員会講習会要項
1.時日 6月23日より6月26日まで
1.場所 石川県会議事堂
1.講習料並講師
方面委員精神について (2時間)
元大阪府知事 林 市蔵
社会事業概論 (2時間)
社会局社会部長 富田愛次郎
救護法釈義並その運用 (5時間)
社会局事務官 川井章知
方面委員制度概説 (3時間)
中央社会事業協会 総務部長 原 泰-
防貧事業及救護事業 (3時間)
女子大学教授 社会局嘱託 生江孝之
児童保護 (3時間) 生江孝之
個別処遇法 (3時間) 原 泰-
石川県の社会事業 (半時間)
石川県社会課長 高潰 淳
同講習会の講義内容をみるに､｢方面委員の
精神について｣は方面委員制度の創始者であ
る元大阪府知事杯市蔵が担当し､｢方面委員制
度概設｣と方面委員の重要な相談活動に係わ
る ｢個別処遇法｣すなわちケースワークにつ
いては原泰-が担当した｡
この時期の重要な社会事業課題である ｢防
貧事業及救護事業｣と ｢児童保護｣について
は生江孝之が担当した｡方面委員に救護法の
解釈について徹底をはかるため社会局事務官
川井章知が ｢救護法釈義並その運用｣を､社
会事業全般については社会局社会部長の富田
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愛次郎が ｢社会事業概論｣を担当した｡
以上のように､社会事業官僚や社会事業研
究者などによって､内容的にも充実した方面
委員講習会が開催された｡
③ 方面委員の事業費と後援団体
方面委員の経費については県令第14号を以
て社会事業資金設置並に管理規程が公布され､
同年度より資金10万円の積立を開始し､社会
改良委員の基礎が立てられた｡但し基金の積
立が完成する1924(大正13)年度までは県社
会課経常郡予算社会改良費中に計上され､
1925(大正14)度より､社会事業資金の利子
を以て社会改良費に充当されることになっ
た｡⑪
表11にみるように社会改良委員費は1922年
から1924年度までは下落し､1925年度より増
加の傾向にあった｡しかし､先に述べたよう
に､日々の方面活動の中で事業資金の欠乏に
直面した｡そのため､援助資金獲得のため方
面助成会､後援会が要請され､1926年 5月､
金沢市芳斎町校下期成救護会の設立をはじめ
として､以後､各方面に方面助成会や後援会
が普及した｡(表12)⑫さらに､1931(昭和 6)
年11月より､同情週間を実施し､各戸および
その他の大口の寄付を募り､社会事業への助
表11 年次別社会改良委員費
年 度 社会改良委員費
1922年 3,002円57銭
1923年 2,465円31銭
1924年 1,880円22銭
1925年 4,542円31銭
1926年 4,850円12銭
1927年 5,293円31銭
(注)石川県 『常務委員会状況』
昭和 4年5月 11-12頁
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表12 方面事業後援団体
団 体 名 称 設 立 年 月 所 在 地
内灘村方面委員事業助成会 昭和2年5月 河北郡内灘村役場
松任町方面委員事業助成会 3年12月 石川郡松任町役場
財団法人金沢市方面委員事業助成会 4年2月 金沢市社会課
大屋村方面委員事業助成会 4年4月 鳳至郡大屋村役場
慈 善 講 4年12月 河北郡宇ノ気村役場
輪島町方面委員事業助成会 6年8月 鳳至郡輪島町役場
寺井野町方面委員事業助成会 7年1月 能美郡寺井野町役場
七塚村方面委員事業助成会 7年10月 河北郡七塚村役場
西海村方面委員事業助成会 8年8月 珠洲郡西海村
山中町方面委員事業助成会 8年9月 江沼郡山中町役場
金石町方面委員事業助成会 8年10月 石川郡金石町役場
自峯村方面委員事業助成会 9年 1月 能美郡自峯村役場
東島村方面要員事業助成会 9年3月 鹿島郡東島村役場
徳田村方面委員事業助成会 9年4月 鹿島郡徳田村役場
津幡町方面委員事業助成会 9年12月 河北郡津幡町役場
作見村方面委員事業助成会 10年3月 江沼郡作見村役場
橋立村方面委員事業助成会 11年 江沼郡橋立村役場
鶴来町方面委員事業助成会 11年 石川郡鶴来町役場
志雄町方面委員事業助成会 11年 羽咋郡志雄町役場
越路村方面委員事業助成会 11年 鹿島郡越路村役場
(注)石川県社会事業協会 『石川県社会事業概要』昭和12年83-84頁
成および救済資金の確保を行った｡同情週間
は1940年まで毎年実施 され､方面委員の事業
費や活発に展開された善隣館活動の大 きな資
金源 となったのである｡⑬
④ 方面委員による事業開拓
方面委員は公共団体が等閑視 している社会
事業施設を､方面委員自らの手で創設 しよう
とい気が譲成され､方面委員は担当地区のそ
れぞれのニーズに応 じた社会事業実践を展開
したのであった｡例えば､方面委員の経営に
よる社会事業施設では､善隣館､託児所､授
産事業､無料宿泊所などがあげられる｡
⑤ 社会改良委員の取扱件数の年次推移
社会改良委員 (方面委員)の取扱件数 (表
13)については､年次追って著 しい増大を示
した｡
⑥ 方面数及び方面員数の増大
方面数 も拡大 し､1922(大正11)年､金沢
市 6方面､郡部に4方面で､社会改良委員98
名だった ものが､1934年度末 には､方面数
129､方面委員655人 と急増 し､さらに1937年
1月､方面委員令の実施に伴い､石川県下の
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表13 社会改良委員 (方面委員)取扱件数 依命通牒方面委員定数は718名 とされた｡⑭
年 次 件 数 年 次 件 数
大正11年度 1,134 6年度 23,328
12年度 5,072 7年度 30,194
13年度 4,767 8年度 31,657
14年度 5,489 9年度 32,100
昭和元年度 7,041 10年度 32,959
2年度 7,853 11年度 34,375
3年度 12,579 12年度 61,766
4年度 14,783 13年度 110,216
昭和13年度は4月から12月までの9カ月分の集計
(注)石川県社会課 『方面委員事業概要』昭利14年3
月､6-7頁
表14 方面数及び方面委員数の動向
3) 石川県方面委員制度の改正
その後､石川県社会改良委員規程は改正さ
れ､1926年 (昭和元年) 5月及び9月の同規
程の一部改正では､方面委員の任期は2年か
ら3年となり､方面委員の嘱託の対象に ｢社
会事業篤志者並社会事業関係者｣が加えられ､
また､方面委員の業務についても､従来の業
務に ｢一般生活状態ヲ調査シ之力改善向上ノ
方法ヲ攻究シ其ノ安定二努ムルコト｣および
｢健康状態ヲ調査シ之力保全及向上こ努ムル
コト｣の2項が加えられた｡⑮
1928(昭和 3)年､石川県社会改良委員規
程が石川県方面委員規程に改められ､第 1条
･1922年 金沢市に6方面､郡部に4方面､社会改良委員98名
･1925年 金沢市に1方面増設
･1926年 金沢市に1方面増設
･1928年4月 金沢市に1方面､瓢箪町小学校下に2方面､並に郡部12町村に増設
9月 郡部に39方面増設､県下全体で方面数は65､委員数は343名
･1929年8月 金沢市5小学校下及び､郡部6カ町村に増設
･1931年5月 郡部6カ町村に増設､方面数80､委員数415人
･1932年 1月 郡部28カ町村に増設､方面数108､委員数542人
･1933年7月 金沢市長田町校下及び郡部12カ町村に増設
8月 金沢市に婦人方面委員1方面1名宛 (諸江町校下を除く)任命
･1934年 3月 県下方面数119､方面委員数618人
年度末 県下方面数129､方面委員数655人
･1935年 1月 金沢市付近町村合併編入により市内に小坂､大野､粟ケ崎3方面増設し､三馬村､
米丸村は野町方面へ､潟津村､鞍月村は諸江方面へ合併し19方面となり､郡部小坂
村､大野村､粟ケ崎村､三馬村､米丸村､鞍月村､潟津村の方面を廃止
･1937年 1月 方面委員令実施に伴い､方面委員規程の改正､方面委員令施行に伴う依命通牒方面
委員定数の改正 (定数718名)等実施
･1937年3月 金沢市内に崎浦方面増設､金沢市内は合計20方面となる
(注)石川県社会事業協会 『石川県社会事業概要』昭和12年62-66頁
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に ｢社会ノ実情ヲ調査シ其ノ改善発達ヲ図ル
為方面要員ヲ置ク｣⑯と方面委員規程設置の
目的を明確にしている｡また､方面委員の業
務内容も以下のように拡張された｡
第 5条
1.生活状態ヲ調査シ之力改善向上ノ方法ヲ攻
究シ其ノ安定こ努ムルコト
2.社会衛生二留意シ住民ノ健康増進こ努ムル
コト
3.要救護者ノ状況ヲ調査シ之力保護及救済二
努ムルコト
4.児童生活ノ環境ヲ改善シ之力保護教養こ努
ムルコト
5.住民ノ融和親善ヲ図り社会ノ教化改善二努
ムルコト
6.社会事業施設ノ普及及徹底二努ムルコト
7.其ノ他必要ナル社会事業ノ調査及研究二努
ムルコト⑳
この第5条をみるに､新たに児童保護事業
と社会教化事業が加えられている｡児童保護
事業については､この時期に最も拡充された
分野であるが､孤児 ･貧児 ･棄児の保護をは
じめとして､乳幼児死亡､欠食児童､託児所
問題､虐待問題､児童の健康問題､不就学児
童問題､盲聾唖児問題などが課題であった｡
こうした児童問題への取り組みについても､
地域の社会事業を担当する方面委員に要請さ
れたのは当然のことである｡
また､社会教化事業については､矯風事業
(禁酒 ･禁煙､賭変の禁止､公娼私娼の廃
止)､教化団体による教化事業､社会課活動写
真班などによる活動がある｡これらの社会教
化事業によって社会風教の観念を高めること
を目的としているがそこには ｢治安維持｣や
｢階級対立緩和｣の方面委員の機能が企図さ
れていた｡
石川県社会課発行の 『方面委員制度概要』
(第3輯)1928年には､｢方面事務概要｣の中
に､取扱事項として､(1)調査 (主として生活
状態調査)､(2)相談指導(生活上､家事上､法
律上､人事上､紛争上､衛生上､救療上､育
児教育上など)､(3)保健救療(医療救療､病床
見舞､妊産婦救療､行旅病者救助､入退院患
者取扱､精神病者保護､伝染病者取扱)､(4)救
護救済 (養老救護､軍事救護､雁災救助､水
難救護､金品給与､葬儀取扱､不具廃疾者及
浮浪者の保護)(5)児童保護 (乳児 ･託児の保
育､異常児教養､虐待 ･酷使児保護､就学奨
励)､(6)経済保護(失業者保護､農漁村の副業
奨励､出樺の周旋､紹介､不時のための簡易
生命保険､信用組合の加入､各種貯金の奨励､
公認市場購買組合金融機関などの利用)､(7)戸
籍整理､(8)教化改善､(9)その他について方面
委員の実践上のマニュアルが詳細に示されて
いる｡⑱
生活状態調査については貧困の程度により
第一種 (絶対的に必要なる生存資料にも事欠
け勝ちの極貧者の謂いにして､普通公私の救
助を得て生活するもの｡)と第二種 (第一種よ
りは多少の余裕あるも､普通の生活をなし得
ない貧困者の謂いにして､平常公私の救助を
必要とせざるも生活以外何等余裕なきを以て
家族に病災ある場合又は短日月の失職にも生
活を維持し能わざるに到る程度のものであっ
て､委員としても常に事項なきやを注意し且
つ時宜に応じて向上の方策を必要とする者で
ある｡)に区別して､｢方面調査カード｣に記
入することになっていた｡方面カードの記載
例は下記の通りであったoこうしたカードシ
ステムの導入により第一種貧困階級と第二種
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状 生 状 家 生職住世戸年 所帯主 第 金
態 活 況 族 月 氏王又日業名 ノハ 種沢市野
衛 居 支 収 三 二 二 長 祖 妻 金
生 宅 出 入 女 男 女 男 母 町
状 〇 〇 〇 〇〇 〇 第 校下
態平六計 牛 六食計長世屋畳 乳拾費 男帯 警票
地家室拾 銭弐拾六 工 泉 種 面
に建 七参 拾八円弐 場 寺
し板四円円衣五 円(拾て葦畳拾 服円 性五排 半五五費 不円 - 十 十 三 二 十一 四 一 五 + i 昭和四
水 銭他 貸 良 年 年 年 年 年 年五 ± 二 三 生 五 十 王
普 - 壱家 の妻 明 〇 番担 地 任年
し 室 壱円費 為円 収七 塁 塁 三 塁 景 竺 安月十負 物 学六 人円 手○
債 置 費円 少 日 日 日 El 壁 日生 生 生 生 生 藤=
約 額 午 秦負調
五-- 〉
円 竺 拾燈 人母虚在 尋性吾 老 つ麻 月
坪 銭料 口乳晴 な 竺不慧 な 五日○
? ???
?????????????
?
??
????
? ?
?
????????ヶ??????
?
??? ??
? ??
?
?? ? ?? ?
?
? ?? ? ?
?
????? ?
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?????
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貧困階級を峻別することにより救貧行政の能
率化 と救貧財政の効率化を図ったのであ
る｡⑲
(4)経済保護事業
経済保護事業はかつては防貧事業とも呼ば
れ､貧困階級の発生を防止する一連の事業を
指す｡これに属すものは職業紹介事業､授産
事業､住宅供給､宿泊保護､小資融通､公益
浴場､公設市場等の事業である｡
石川県において､この時期に経済保護事業
が重要課題の一つとなるが､その点について
県下社会事業費のうち経済保護事業費の動向
(表15)よりみるに､県費では直営はなく､
もっぱら補助であった｡市費では1928年､29
年と下落するが､1930年から上昇に転じ､1933
年がピークとなっている｡町村では直営事業
費が年次をおって増加し､とくに1933年に顕
著な増加を示している｡それは､都市偏重の
社会事業から､次第に農村の社会問題が顕在
化する中で､農村社会事業が発展したことに
関連している｡
1) 職業紹介事業
わが国における職業紹介事業は古く徳川時
代では肝煎､桂庵あるいは口入屋などの名称
表15 県下社会事業費 (予算)経済保護事業費
で民間の営利事業として発達してきた｡近代
に入って､(明治39)年､東京市芝区の救世軍
本部が職業紹介を行ったのが公益事業として
の晴夫である｡次いで (明治40)年､内務省
が6大都市に補助金を交付して職業紹介所の
設置奨励を行ったが､それを受けて､(明治44)
年､東京市が芝浅草の2カ所に公営職業紹介
所を開設した｡これが､地方公共団体による
職業紹介所の先駆であった｡以来､全国に設
置を見るが､その進度はすこぶる遅々として
いた｡しかし､この当時は公設の職業紹介事
業の業績はふるわず､もっぱら市内の口入所
が利用されていた｡⑳
しかし､その状況は第一次世界大戦後によ
る経済変動および1918(大正7)年の米騒動
の勃発､さらに1920(大正9)年以降の慢性
的経済恐慌により一変し､経済保護事業の一
環である公的な職業紹介事業が要請されるに
至った｡こうした状況を踏まえて､政府は
1921(大正10)年4月､職業紹介法 (法律第
55号)を制定し､同年7月より施行した｡以
後､同事業は漸次発展を遂げた｡
石川県内では1920(大正9)年10月1日､
七尾町に公営の職業紹介所が設置されたのを
皮きりに､同年同月､金沢市職業紹介所､同
年次 県 費 市 費 町 村 費 合 計
直営 補助 計 直営 補助 計 直営 補助 計 直営 補助 計
1926 1,200 1,200 89,919 89,919 7,191 7,191 97,110 1,200 98,310
1928 2,000 2,000 63,194 63,194 16,344 450 16,794 79.538 2,450 81,988
1929 1,650 1,650 67,940 67,940 34,731 1,560 36,291102,671 3,210105,881
1930 1,700 1,700 83,683 83,683 42,369 755 43,124126,052 2,455128,507
1931 1,600 1,600113,511 113,511 36,653 1,222 37,875150,164 2,822152,986
1933 2,500 2,500213,927 二川ー 214,127168,437 85168,522382,364 2,785385,149
1934 1,750 1,750174,923 200175,123168,981 川丁169,088343,904 2,n57345,961
矢上 :石川県社会福祉成立史研究 (3-1)
表16 職業紹介所一覧
職業紹介所名 認可年月日 所 在 地
七尾町職業紹介所 1921年12月28日 鹿島郡七尾町
金津市職業紹介所 1921年12月28日 金沢市
小松町職業紹介所 1921年12月28日 能美郡小松町
大聖寺町職業紹介所 1921年12月28日 江沼郡大聖寺町
賛立村職業紹介所 1929年10月23日 珠洲郡碧立村
木部村職業紹介所 1929年11月13日 珠洲郡木郎村
大杉谷村職業紹介所 1930年3月20日 能美郡大杉谷村
高潰町職業紹介所 1930年10月9日 羽咋郡高潰町
門前町職業紹介所 1931年6月8日 鳳至郡門前町
西海村職業紹介所 1931年6月8日 珠洲郡西海村
金石町職業紹介所 1932年5月10日 石川郡金石町
若山村職業紹介所 1933年7月11日 珠洲郡若山村
志雄町職業紹介所 1934年5月19日 羽咋郡志雄町
内灘村職業紹介所 1934年5月26日 河北郡内灘村
羽咋町職業紹介所 1934年10月8日 羽咋郡羽咋町
高松町職業紹介所 1934年10月18日 河北郡高松町
三崎村職業紹介所 1936年6月25日 珠洲郡三崎村
七塚村職業紹介所 1936年10月20日 河北郡七塚村
(注)石川県社会事業協会『石川県社会事業概要』昭和12年109頁｡
なお､1937年中に､設置計画中の町村が4カ所あった｡
表17 県下社会事業費 (予算)職業紹介所費
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年次 県 費 市 費 町 村 費 合 計
直営 補助 計 直営 補助 計 直営 補助 計 直営 補助 計
1926 州LI 叫一日 4,275 4,275 2,867 2,867 7,142 9日り 8,042
1928 りいり 叫lり 3,304 3,034 2,014 2,014 5,048 州い 5,948
1929 900 州り 3,104 3,104 2,192 2,192 5,296 9日り 6,196
1930 1,100 1,loo 2,928 2,928 2,617 2,617 5,545 1,100 6,645
1931 1,200 1,200 3,637 3,637 4,059 4,059 7,696 1,200 8,896
1933 500 500 4,214 4,214 9,509 9,50913,723 50014,223
11月に小松町職業紹介所が､さらに､同12月
に大聖寺町職業紹介所が開設され､以後､表
16のように､県内に普及した｡
1922(大正11)年中 1カ年の事業成績は､
金津市職業紹介所 (同市木之新保)では､求
人1,603名に対し､求職557名､就職494名で､
同所の1923年度予算は3,025円であった｡大聖
寺町職業紹介所 (同町役場)では求人76名､
求職67名､就職42名で､事業費は360円であっ
た｡七尾町職業紹介所 (同町役場)では求人
19名､求職37名､就職15名で､事業費81円で
あった｡⑪
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それが､1924(大正13)年中には､金沢市
では求人4,620名､求職4,378名､就職1,633
名､紹介件数3,014件と急増し､1925年度予算
は2,722円であった｡他の3カ所においても同
様な傾向が見られ､大聖寺町が求人204名､求
職164名､就職90名､紹介件数105件､1925年
度予算が480円であった｡小松町職業紹介所が
求人198名､求職157名､就職36名､紹介件数
102件､1925年度予算686円であった｡七尾町
職業紹介所が求人70名､求職51名､就職22名､
紹介件数24件､1925年度予算540円であった｡
さらに､経済不況の深刻化する1932(昭和
7)年度においては､金沢市では求人数12,725
名､求職者数13,056名､就職者数7,926名､1933
年度予算4,214円と一層増大し､しかも求職者
数が求人数を凌駕しており失業問題の深刻さ
を象徴していた｡⑳
石川県下の失業状況 (表18)をみるに､給
料生活者および労働者合計75,450人のうち､
失業者推定数が2,524人に及び､さらに､その
うち､460人が要救済人員であった｡
ここで失業の実態を詳しくみるために､金
沢市の-方面委員区である馬場校下の失業調
査 (1929-1930年)の概要を示すと､失業者
数では､①完全失業率が18世帯21人､(参5分
失業が103世帯131人､(参季節的及び7分失業
が175世帯228人で､総計296世帯370人であっ
た｡このうち区域外で失業状態に陥り馬場校
下に入 り込んだ者は1世帯 1人のみであった｡
5分失業及び7分失業の大部分は日稼ぎ及び
大工､箔打でその多くが冬季失業者であった｡
失業者の生計状態では､①生計甚だ困難な
ものが28世帯33人､(参生計がやや困難なもの
が113世帯143人､③困難でないものが155世帯
194人であった｡困難でないものが比較的多数
みられるのは冬季失業者等は､常に冬期間の
失業を予期して生活しているためで､冬期失
業のため相当の準備をしているからであった｡
失業原因については､(彰自身の疾病､不品
行､過失等に原因するものが16世帯18人､②
解雇又は不況等外部的原因によるものが280
世帯352人に及び､そのほとんどが社会的原因
であるところの "不況"によってもたらされ
たのである｡
失業救済の方法では1929年度および1930年
度に救済したものは65世帯72人で､主として
就職周旋による救済であった｡⑬
職業紹介所の事業費については(表17)､県
費より若干の補助金が交付され､直接運営す
る市および町村費による予算付けがなされ､
とくに､1933年および1934年度の事業費の増
大が著しかった｡それは長びく不況の中で失
業問題が深刻化し社会不安が増大する状況下
で､県および市町村はこの間題に積極的に対
処せねばならなかった｡なお､職業紹介所を
新設する際には､国庫より2分の1を､経常
費については6分の1を補助することになっ
ており､1936年度には国庫より､3,751円の予
算付けがなされていた｡⑭
職業紹介所の職員について見るに､専任の
所長を配置しているのは金津市 1カ所のみで､
他の17カ所は町村長あるいは助役等が兼務し
ていた｡職員では専任職員は総数23名で､金
津市が5名と最も多く､次いで七尾町の2人
の他16カ所は1名の配置で辛じて法規の最低
基準を確保していた｡この他､総数で兼任職
員16名が配置され､主として役場書記を任用
した｡⑮
職業紹介所の設備では､求人求職の受付紹
介等の業務を取扱う関係上､一定の場所を必
要としていた｡職業紹介所18カ所中職業紹介
所専用のものは12カ所 (金沢市､七尾町､羽
表18 石川県失業状況 (1929年 9月～1930年4月)
- 給 料 生 活 者 労 働 者 計 備 考日 雇 労 働 者 その他の労働者
有業者ニ関ス 13,180 2,438 15,618 ll,400 6,423 17,823 20,269 13,935 34,204 44,849 22,796 67,645 1929年9月
14,563 2,901 17,464 13,481 6,186 19.667 21,228 16,046 37,274 49,272 25,133 74,405 10月
14,760 2,979 17,739 13,649 6,413 20,062 20,739 15,810 36,649 49,148 25,302 74,450 11月
4765 975 7740 13658 8 20086 75 5 12 6671 9182 5315 74497 12
ル推定数 14,768 2,976 17,744 13,672 6,432 20,104 20,769 15,932 36,701 49,209 25,340 74,549 1930年 1月
14,675 2,985 17,660 14,202 6,322 20,524 20,811 16,228 37,039 49,688 25,535 75,223 2月
14,676 2,984 17,660 14,223 6,412 20,635 20,831 16,278 37,109 49,730 25,674 75,404 3月
14,687 2,996 17,683 14,231 6,417 20,648 20,832 16,287 37,119 49,750 25,700 75,450 4月
失業者ニ関ス 293 33 326 362 175 537 339 157 496 994 365 1,359 1929年9月
382 38 420 537 170 707 438 183 621 1,357 391 1,748 10月
417 41 458 556 189 745 477 244 721 1,450 474 1,924 11月
415 41 45 559 99 758 497 26 753 1,471 496 967 12
ル推定数 434 50 484 673 240 913 610 339 947 1,717 629 2,346 1930年 1月
458 49 507 637 308 1,045 589 366 955 1,784 723 2,506 2月
456 49 505 747 312 1,059 587 362 949 1,790 723 2,513 3月
457 49 506 749 316 1,065 589 364 953 1,795 729 2,524 4月
推定失業老中要救済人員二関スル推定数 77 6 83 113 54 167 102 47 149 292 107 399 1929年 9月
79 6 85 109 36 165 100 47 147 288 109 397 10月
86 7 93 96 37 133 105 39 144 287 83 370 11月
84 7 91 97 37 134 104 38 142 285 82 367 12月
84 7 91 99 38 137 104 38 142 287 83 370 1930年 1月
94 9 103 126 58 184 125 55 180 345 122 367 2月
94 9 103 125 56 181 124 53 177 343 118 461 3月
94 9 103 125 56 181 124 52 176 343 117 460 4月
(注)石川県社会事業協会 『社会改良n(第10号)昭和5年 7月､149-150頁
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咋町､志雄町､内灘村､金石町､高演町､西
海村､若山村､高松町､三崎村､七塚村)で､
他は役場の一室あるいは他の建物を使用し
た｡⑯
職業紹介所取扱成績を1936年度中よりみる
に､一般職業紹介では求人数男32,126人､女
17,738人 (計49,864人)に対し､求職者数男
16,144人､女6,701人 (計22,845人)で､就職
者数は男12,074人､女4,239人 (計16,313人)
で､7,019人の求人超過を示していた｡職業別
に見れば､求人､求職､就職とも最も多いの
は工業及鉱業で､これは主として軍需工業方
面による増加と､人絹､紡績等の工場方面に
おける需要の増加によるものであった｡次い
で商業関係で各種商店の店員が多く､さらに､
戸内使用人がこれに次いでいた｡⑰この他､小
学校と連携し､少年の職業紹介乃至職業指導
事業､除隊者職業紹介事業や漁夫及杜氏の出
稼紹介事業を行った｡㊥
また､1935年10月､｢中央の職業紹介事業協
会 卜連絡ヲ保チ職業紹介事業及職業指導並二
補導事業二関スル調査研究ヲナシ斯業ノ発達
ヲ図り兼テ相互連絡ヲ円滑ナラシムルヲ以テ
目的｣⑳とする石川県職業紹介事業協会が設
立された｡同会の事業は以下の5項目であっ
た｡
1.職業紹介事業の発達に資すへき事項の
調査及研究
2.職業指導及補導に関する事項の調査及
研究
3.講習会及講演会の開催
4.各種連絡及交換会の開催
5.其他会長二於テ必要と認めたる事業
2) 授産事業
①失業救済事業
1932年に至り金沢市内では失業者が多数に
上り､金沢市では土木事業を起興し､一般労
働者失業者応急事業を実施した｡⑳1934年度
の失業応急事業計画概要を挙げておく (義
19)｡
(参金津市内職奨励事業と後援会の設立
金津市の内職奨励事業は当初､金津市職業
紹介所の付帯事業として実施され､職業紹介
所に集る失業者求職者に対し､単に内職作業
を斡旋する範囲で着手されていた｡しかし､
金揮市民には､内職に対する蔑視の風があり､
内職奨励事業もその成績は低迷していた｡そ
のため､内職を奨める前に､内職に対する正
しい理解を得させる必要があった｡⑪
内職奨励案
1.内職指導の講習を継続的に開設すること｡
2.講習修了者には自宅作業を斡旋すること｡
3.当初の受講者採用には細心の注意を払うこ
と｡
4.修了者は互に連絡を保たしめ､而して内職奨
励に関する其地方の中心人物たらしめること｡
5.業種は相当期間中(内職に関する正しい理解
を得しむるまで)可成高尚なるものを選ぶこ
と｡
例､ミシン裁縫､毛糸編物､和服手人等
また､以下のような資格要件を設けた｡
内職受講者採用資格標準
1.内職に対する相当理解を有し､且つ永続実行
性ある主婦を選ぶこと｡
2.採用区域は全市分布的とし､一地方に偏せざ
ること｡
3.金滞市内に現住する市民に限ること｡
こうした試みによって､内職奨励事業は予
矢上 :石川県社会福祉成立史研究 (3-1)
表19 失業応急事業計画概要 (1934年度)
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失業 申請書記 6月 1日現在 種 別日雇労働者 失業者数 要求済者数 廠済 事業種別既こ確実セル事業 要救済者 1日平均使用人口 労働辛 500
状況 載の失業状況 推定給料生活者を除く 其ノ他労働者 計 240人61485 192人28941 計画 今回申請ノ事業計 局8.6人 帳交付数
事 業種 類 路面拡張並下水溝改修工事
事業費予算 76,936円
労働費予算並国産材料 労働費 国産材 (1)及び(2)汁 67.576円
予算総 20,910円額(1) 料費 46,666円(2)
事業費に対する労力 の割合(1) 27.180,OL君芸芸(C2=,対する国産材料費 60.66% 事業費に対する労力費及材料費の割令(1)+(2) 87.84%
労働者使用人良 延 人 員 22,796人 (同上中要救済失業者使用の割合8割5分) 熟 練不熟 叫吋 800 人工(1r140践)鍛治1二(Hr780銭石工(2｢rJ)左官(2円)Jfl車夫(2円)_【二大(1lIJ)1口平均使用人員 101.8人 (同上要救済失業者 86人)
事業施行期間 自昭和 9年8月20日至昭和10年 3月31Ej 224日間
事業施行方法 直 営
財 源 起 債 一般市費 計
(注)石川県学務郡 『社会課事務概要』昭和10年 104-105頁
期以上の進展を見たが､作業材料の運転資金
の増加やインフレ景気による材料の騰貴によ
り経営困難 となり､その打開のため協議懇談
会を開催した結果､1932年9月､金津市内職
奨励会の設立に至った｡
金津市内職奨励会会則
第 1条 本会ハ金津市職業紹介所ノ授職事業ヲ
援助シ其機能ヲ発揮セシムル為ノ各種事業ヲ行
フヲ目的トス
第 2条 本会ノ事務所ハ金滞市職業紹介所内二
置ク
第3条 本会ノ会員ハ本会ノ事業資金ヲ寄付シ
タル篤志家二限ルモノトシ左ノ三種 トス
正会員 参円以上寄付者
特別会員 拾円以上寄付者
名誉会員 五拾円以上寄付者
第 4条 本会こハ左ノ役員ヲ置ク
会長 1名
副会長 2名
理事 1名
顧問 若干名
第 5条 本会ノ正副会長ハ役員会二於テ互選シ
理事ハ会長ノ指名 トシ顧問ハ本会ノ為特こ功労
アリタルモノ並二筆志名望家中会長二於テ適当
卜認メタル人士ヲ推薦依嘱スルモノトス
第 6条 会長ハ本会ヲ経理代表シ副会長ハ会長
ヲ補佐シ理事ハ会長ノ命ヲ受ケテ事務ヲ掌理ス
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ルモノトス
第 7条 顧問ハ会長ノ諮説機関トナリ主要事項
ノ審議ヲナスモノトス
第8条 本会ノ役員年期ハニケ年トス
但後任者決定セサル中ハ前任者其任務ヲ継続
スルモノトス
第 9条 本会ノ経費ハ篤志家ノ寄付金ヲ以テ之
二充テ収支決算ハ会計年度ヲ用フルモノトス
第10条 本会則ハ役員会ノ決議ヲ経ルニアラサ
レバ変更スルコトヲ得サルモノトス
金津市内職奨励会の役員には会長に元金揮
区裁判所監督書記島惣桃吉が任命され､副会
長には馬場校下方面委員乙村乙吉と石川県婦
人連合会赤倉外世書が､理事に金津市職業紹
介所長小西太範が任命された｡顧問は会則で
は若干名とあったが､実際には商工業関係者､
婦人会関係者､石川県社会課長や金津市社会
課長などの社会事業行政官及金津市議会正副
議長､金津市郵便局長や日本赤十字社石川支
部主事など多方面の人材が任命 されてい
た｡⑫このように多方面の人材を任命するこ
とによって､多数の会員を募り､多くの寄付
金を集めようと企図したのである｡
同奨励会の経費は篤志家の寄付金によると
あったが､1932年度 (自1932年 5月至1933年
3月)の歳入の部総額3,050円のうち､会員寄
付金1,000円､篤志家寄付300円の計1,300円
で､金津市奨励金950円､石川県奨励金800円
の計1,750円で､県市奨励金が寄付金を上まわ
っていた｡歳出の部総額3,050円のうち､事務
費490円 (雑給150円一嘱託手当 ･旅費､需要
費340円一備品費 ･消耗費 ･印刷費 ･通信運搬
費･雑費)､事業費2,500円(機械設備費500円･
講習会費450円･奨励費50円､材料購入費1,500
円)､予備費60円であった｡
金津市内職奨励会事業成績概要
1.指導講習開催
ィ.ミシン裁縫
回 順 期 間 受講人員 修了人員
第 1回 自5月至7月 17人 17人
第 2回 自8月至10月 17人 17人
第 3回 自11月至1月 20人
作業にはワイシャツ､割烹衣､エプロン､サロ
ン等主トシテ既製輸入品を選定したり
ロ.毛糸織物
回 順 期 間 受講人員
第 1回 9月中 17人
第 2回 10月中 25人
第 3回 11月中 23人
第4回 12月中 35人
第 5回 1月中 11人
作業には手編のみを採用したり
??
?
?
?
? ? ?
? ?
? ?
?
2.作業斡旋
ィ.ミシン裁縫
月 順 実人員 延人員 支払賃金
5月中 3人 35人 8円10銭
6月中 13人 245人 68円51銭
7月中 17人 257人 77円10銭
8月中 18人 293人 82円4銭
9月中 25人 325人 77円60銭
10月中 32人 532人 164円92銭
11月中 32人 621人 123円75銭
12月中 55人 1,085人 140円58銭
計 195人 3,393人 742円60銭
ロ.毛糸編物
月 順 実人員 延人員 支払賃金
9月中 17人 178人 35円60銭
10月中 32人 793人 162円32銭
矢上:石川県社会福祉成立史研究 (3-1)
11月中 52人 1,608人 321円60銭
12月中 62人 1,740人 324円80銭
計 163人 4,319人 844円32銭
ハ.和服修繕等
月 順 実人員
5月中 3人
6月中 7人
7月中 3人
8月中 5人
9月中 4人
10月中 2人
11月中 2人
12月中 6人
計 32人
延人員 支払賃金
35人 6円30銭
27人 5円
26人 5円60銭
25人 5円
132人 26円40銭
112人 25円35銭
4人 1円20銭
20人 5円60銭
382人 80円45銭
こうして､失業婦人と家庭に余暇ある婦人
を集め内職技術を授け､技術あるものには作
業を斡旋してきた｡1935年度よりは作業場を
金沢市内の方面委員部に譲 り､会 としては指
導技術講習の開設及方面委員部の授産場の連
絡統一を行い､作業及就業の斡旋に全力を注
ぐこととなった｡1934年中の斡旋人員は55,
419人､賃金は8,200円43銭に及んだ｡斡旋し
た作業の内訳はミシン裁縫22,153人 (賃金2,
939円86銭)､帯地刺繍15,787人(賃金2,317円
4銭)､貿易刺繍5,005人 (賃金1,059円95銭)
であった｡なおこの事業成績は家庭作業斡旋
を含んでいた｡指導技術修得人員の内訳は､
タイプライター技術修了者11名 (内 7名就
職)､帯地刺繍技術修 了者11名 (内10名就
職)､ミシン裁縫技術修了者10名 (内10名就
職)､靴下刺繍技術修了者 7名 (内 3名就
職)､半襟刺繍技術修了者 2名 (内 1名就
職)､毛糸編物技術修了者 2名､謄写版技術修
了者 6名 (内6名就職)で､計49名がそれぞ
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れの技術修得を修了し､内37名が就職 した｡
他団体等斡旋状況は､伊予簾が金沢市菊川町
校下及十一屋校下方面委員部に､靴下刺繍が
芳斎町校下方面委員部に､雑巾刺が仏教婦人
ホーム関係者に斡旋 した｡◎
(参方面委員会による授産事業
a.小松町方面委員授産部の創立
1.団体ノ名称及代表者氏名
小松町方面委員ミシン授産場
代表者 方面委員常務委員 柳田岩松
2.所在地 石川県能美郡小松町中馬出町二番地
小松町会議事堂内
3.日的及事業種類
内職ノ補導奨励ヲ目的 トシ小松町方面委員部
二於テ失業婦女子二対シミシン裁縫授産ヲ行
フ
4.組織及設立年月日
会員組織ニシテ一般寄付金及方面委員部ヨリ
ノ拠金ヲ以テ事業ヲ経営ス
昭和7年8月11日設立開所ス
5.役員及職員ノ種類別人数
会長 1名 顧問 1名
賛助貞 13名 書記 1名
6.該当ナシ
7.昭和7年度収支予算 別紙ノ通
8.資産調
動産
シンガーミシン4台 見積価格 620円
アイロン2台 15円
裁台 1台 5円
鉄 5丁 7円
計 647円
不動産 ナシ
昭和7年度補助見込 県200円 町200円
9.其他
本授産場ハ本年8月11日ヨリ開所セル為開所
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(注)石川県社会事業協会 『社会改良』
(第13号)昭和8年3月 184頁
日数75口余二過ギズ就業人員1,125人1日平均15
ニシテ入場希望者益々増加ノ傾向ニアリ
8月11日以来ノ工賃合計258円ニシテ平均1口
30銭ヲ得ツツアリ㊨
同授産場の実際の歳入は県費補助金222円
及び一般篤志家の寄付金448円で､計670円と
なり､歳出はミシン4台購入費620円､雑費50
円 (練習用品 ･設備費等)の計670円であっ
た｡
同所の設置により､｢夫を失ひたる妻女及び
一家破綻の憂目を見たる家族又は中産階級者
にして収入途絶の為め一時夫婦別れを為し､
個々別々に生計を立つるのに飴儀なきに至り
たるもの､愛児の養育方を他に託し女中奉公
に出ずるもの､或は生活苦の為め夫はルンペ
ンの旅に出て妻は酌婦に陥り収々出来ざる堕
落の女子となる者等々｣の不遇な女子の救済
のために､小松町方面委員会ではミシン授産
場を開設した｡ミシン授産の教師には､県立
小松高等女学校の洋裁教師が一切無償にて従
事していた｡仕事の注文取りは､比較的外交
に慣れた子女に下記の ｢お願い｣依頼状を持
参させた｡◎
こうして小松方面委員会によって授産事業
が行われ､貧困な婦女子の苦界への転落､母
子心中あるいは救護状態に陥いるのを未然に
防ぎ､さらに､生業を修得させたのであった｡
3) 住宅供給事業
住宅問題は経済的保護の立場から､社会政
策的な面からも重要であった｡わが国におけ
る住宅供給事業については1911(明治44)年､
下谷､浅草両区の大火の際浅草玉姫町に小住
宅128戸を新築し､特殊小学校後援会が玉姫長
屋､橋場長屋と称する共同住宅56戸を設置し､
さらに1913(大正2)年､四谷区鮫ケ橋長屋
24戸を改築した｡1914(大正3)年には原胤
昭が､個人経営として田端駅付近に原貸長屋
50戸を建築した｡⑳
わが国において住宅難が社会問題化するの
は1918･1919(大正7･8)年頃からであっ
た｡それは住宅の数量不足､住宅の質的不良､
家賃の不廉などが､単独にあるいは相交錯し
て社会生活に脅威を与えていた｡第一次世界
大戦後数年にわたる住宅難は主として住宅数
の不足に基因したものである｡⑰
石川県における住宅供給事業では､1910(明
治43)年4月､輪島町が大火となり､同町で
は翌年､被災者救済のため町設住宅を設立し
た｡1912(大正元)年には七尾町が細民住宅
として七尾町救助所を設置している｡⑳
住宅問題は最初は東京､大阪などの大都市
で惹起されたが漸次地方の中小都市に及び石
川県内においても金津市をはじめ小松町､輪
島町までも対策を講ずるに至った(表20)｡表
20に示すように､公設住宅が地方都市金沢市
矢上 :石川県社会福祉成立史研究 (3-1)
表20 公私営住宅
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名 称 経営主体 所 在 地 建 設 年 月 住 宅 種 別 家 賃
育料 金沢市上鶴間町貸付住宅 市 金沢市上鶴間町 大正9年8月 2階 長屋 建37′コ 4円82
同 弥生町貸付住宅 同 同 弥生町 同 9年10月 同上131戸 10円02
同 木ノ新保貸付住宅 同 同 木ノ新保 同 10年5月 同上1戸 25円00
同 上田町貸付住宅 同 同 上田町 同 12年9月 同上20戸 9円30
同 横山町貸付住宅 同 同 横山町 同 12年9月 同上24戸 11円25
同 上本多町供給住宅 同 同 上本多町 同 15年4月 2階1戸建20戸 13円96
同 横山町供給住宅 同 同 横山町 同 15年3月 同上19戸 14円36
同 馬場崎町供給住宅 同 同 馬場崎町 同 15年4月 同上11戸 15円48
同 中島町供給住宅 同 同 下中島町 同 15年3月 同上16戸 13円86
同 泉野町供給住宅 同 同 泉野町 同 15年4月 同上14戸 13円83
同 北安江町供給住宅 同 同 北安江町 同 15年5月 同上8戸平屋長屋建92戸 13円60小松町営住宅 町 小松町丸内 昭和6 12 3 から 5円
輪島町営貸住宅 同 輪島町河井町 大正12年5月
貸長屋 明治44 0
無料 輪島町営東の寮 町 輪島町河井町 昭和8年3月 平屋長屋1棟8戸
東山寮 森山町校下方面委 員 金沢市山ノ上町 同6年8月 同上1棟11世帯
美川町済生舎 方面委員 美川町 同4年4月 同上1棟6世帯
大聖寺町無料住宅 同 大聖寺町字八間道 同5年8月 同上1棟7世帯
(注)石川県社会事業協会 『石川県社会事業概要』昭和12年87-88頁
表21 県下社会事業費 (予算)小住宅費
年次 県 費 市 費 町 村 費 合 計
直営 補助 計 直営 補助 計 直営 補助 計 直営 補助 計
1928 51,776 51,776 1,090 1,09052,866 52,866
1929 54,712 54,712 1,090 1,09055,802 55,802
1930 72,223 72,223 リ叫ー リ州 73,213 73,213
1931 54,212 54,212 790 丁tM 55,002 55,002
1933 51,222 51,222 795 79552,017 52,017
1934 50,937 50,937 802 80251,739 51,739
に1920年以降1926年までに集中し設立された｡ がなされていた｡
このことは､この時期の深刻な住宅難の状況 住宅難緩和のため1921(大正10)年､住宅
を裏付けている｡なお､公設住宅の事業費に 組合法が施行されてより石川県においては､
ついては(表21)､市および町村費より予算付 1930(昭和 5)年度までに49組合､組合員数
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表22 公益質屋
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名 栴 経営主催 位 置 創 立 年 月 貸付資金(年度末現在)
木ノ新保公益質屋 市 金津市木ノ新保五番丁 昭和 8年5月 円21,017
金石町公益質屋 町 石川郡金石町字下本町 昭和 8年4月 8,816
七尾町公益質屋 町 鹿島郡七尾町字藤橋 昭和 8年12月 31,000
鳥屋村公益質屋 村 鹿島郡烏蛙村字羽坂 昭和8年3月 7,498
輪島町公益質屋 町 鳳至郡輪島町河井町 昭和8年12月 20,250
宇出津町公益質屋 町 鳳 至 郡 宇 出 津 町 昭和 8年3月 13,000
銀地村公益質屋 村 鳳至郡銀地村字銀地 昭和 6年8月 3,000
七塚村公益質屋 村 河北郡七塚村字木津 昭和 9年11月 3,164
志雄町公益質屋 町 羽 咋 郡 志 雄 町 昭和10年5月 ll,000
中島村公益質屋 村 鹿 島 郡 中 島 村 昭和8年12月 7,067
石崎村公益質屋 村 鹿 島 郡 石 崎 村 昭和9年11月 2,134
門前町公益質屋 町 鳳 至 郡 門 前 町 昭和10年8月 4,000
表23 県下社会事業費 (予算)公益質屋責
年次 県 費 市 費 町 村 費 合 計
直営 補助 計 直営 補助 計 直営 補助 計 直営 補助 計
い 926
1928 600 L1日‥ rWO バ=tl
1929 5()() うり= うり= 500
1930 4()() 小目 1いい 400
1931 二日目 200 47,519 47,519 47,519 200 47,719
1933 リいり 900 64,081 64,081124,125 124,125188,206 叫ー‥189,106
428であった｡⑳
宿泊保護事業では1931年 7月､金沢市曹洞
宗寺院の共同経営に依り ｢仏教主義に依る無
料宿泊及び貧困者の救護教化｣を目的に金沢
同朋園が金沢市外浅川村字鈴見ワ150に開設
された｡同園は寡婦家族保護(6世帯)､一時
宿泊 (40人)､乳児保育 (25人)の3事業を行
っていた｡1935年度における宿泊人員は351
人､延日数3,428円､求職42人､求人100人､
就職者30人という成績をあげた｡⑩
4) 公益質屋
少額所得者の生活維持のために経済上の力
を得るために庶民金融機関として利用された
のが質屋である｡
公益質屋法が1927(昭和 2)年に制定され
たが､石川県内では1928(昭和 3)年､羽咋
郡志加浦村で開設されたのをはじめとして､
1935(昭和10)年までに14カ所開設された (秦
22)⑪｡こうした公益質屋の普及をみるなかで
1936年 4月､｢公益質屋の連絡統制をはかり以
て庶民金融事業の健全なる発達を期し､これ
が普及に努むるを目的｣で石川県公益質屋連
矢上 二石川県社会福祉成立史研究 (3-1)
合会が組織された｡⑫
1934年度の公益質屋の利用者を職業別に見
るならば総数13,614人のうち､小工業者が
5,696人 (その中でも輪島町の小工業者が4,
558人と他を圧倒していた)が最も多く､次い
で労働者の1,643人､小商人の1,556人の順で
あった｡⑬これが1935年度には総数が17,005
人に増加し､そのうち小工業者が7,625人(輪
島町の小工業者が6,136人)と最も多く､次い
で労働者の2,222人であった｡⑭
こうした公益質屋の大部分は時局匡救事業
として設置されたもので､市町村の経営に依
っていた｡公益質屋の事業費については (表
23)､県費より若干の補助が行われ､市町村で
は不況となる1931年度より市費の予算付けが
なされ､1933年度には県および市町村事業費
全体で189,106円となり著しい増大を示した｡
それはこの年県内に7カ所の公益質屋が開設
表24 公設浴場
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されたことに関連している｡
5) 公設浴場
公設浴場 (公益浴場ともいう)は公共団体
または公益団体の経営によるもので､低廉な
入浴料で利用できる庶民の保健衛生を目的と
して設置された施設である｡⑮
公設浴場は1911(明治44)年12月､辛亥救
済会が東京市浅草区玉姫町に貸長屋を建設し
た際に浴場を付設したのがわが国における晴
矢であるとされている｡⑯
石川県ではそれより早く､1909(明治42)
年2月､羽咋郡河谷村に牛首共同浴場が設置
されたが､これをはじめとして､1912年 6月､
上河合共同浴場が､さらに1916年 9月､木ノ
窪共同浴場が開設されている｡社会事業期に
あたる1919年以降1934年までに14カ所の設置
をみており､とくに､1922年から1934年まで
の大正後半から昭和初期に集中して開設され
名 栴 経営主催 位 置 創 立 年 月 建物坪数 入浴料 経 費
山代 温 泉 共 同浴 場 匡 江 沼 郡 山 代 町 不詳 48 円3,42699252770 円3,170
板 津 村 公 設 浴 場 村 能 美郡板 津村 字 蛭 川 大正13年12月 19 814
鉢 伏 共 同 浴 場 直 河北郡宇ノ気村字鉢伏 大正11年3月 18 2
八 田 村 共 同 浴 場 産業組合 河 北 郡 八 田 村 大正15年 1月 30 640
木 ノ 窪 共 同 浴 場 堤 羽咋郡河合谷村字牛首 大正3年9月 16 305
大 田 共 同 浴 場 直 羽咋郡河合谷村字大田 大正10年4月 24 307
上 河 合 共 同 浴 場 匝 羽咋郡河合谷村字上河合 大正元年6月 18 276
牛 首 共 同 浴 場 笹 羽咋郡河合谷村字牛首 明治42年2月 10 205
柴 垣 共 同 浴 場 匝 羽咋郡上甘田村字柴垣 大正14年2月 20 252
親 和 蘇 村 鹿 島 郡 金 丸 村 大正13年4月 28 1,000
末 坂 共 同 浴 匿 鹿 島郡鳥 屋村 字 末坂 大正13年7月 19 7
- 青 黒氏 公 設 浴 場 匿 鹿 島郡鳥 屋村 市 - 育 昭和3年7月 25 825 725
西 馬 場 共 同 浴 場 匿 鹿島郡能登部村字西馬場 昭和 2年4月 26 605566 745
井 田 松 乃 湯 匿 鹿 島郡 瀧 尾村 字 井 田 大正12年5月 35 12
中 居 共 同 産業組合 鳳至 中居村字中居南 大正11 3 73 476
千 路 共 同 浴 場 産業組合 羽 咋郡越 路 野村 千路 昭和4年9月 30 799 690
満 仁 共 同 浴 場 産業組合 鹿 島 郡 高 階 村 満 仁 昭和4年4月 30 388 605
(注)石川県 『石川県統計書』昭和 3年度､昭和 4年度､昭和 9年度版より矢上作成
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表25 県下社会事業費 (予算)公設浴場費
∵ 県 費 市 費 町 村 費 合 計直営 補助 計 直営 補助 計 直営 補助 計 直営 補助 計
1926 300 300 4,324 4,324 4,324 300 4,624
1928 500 500 50 50 550 550
1929 250 250 3() 30 280 280
1930 200 200 15 15 215 215
1931 20() 200 200 200
1933 100 100 2,500 2,500 100 2,600
ていることがわかる｡公設浴場18施設を経営
主体別にみると､区によるものが11施設と圧
倒的に多 く､次いで産業組合が4施設で､村
営によるものが3施設のみであった｡
公設浴場について全国的な動向よりみれば､
石川県は多数設置された県であった (1936年
度の公益浴場の調査によれば､設置されてい
るのは28府県で総数177カ所で､石川県は12カ
所の開設 とあった)｡⑰
公設浴場の事業費については(表25)､県費
より若干補助が行われ､町村費による予算付
けもなされていた｡
6) 公設市場
第一次世界大戦によって物価騰貴となり､
表26 公設市場 (昭和四年三月末日現在)
生活必需品価格を上昇させ､一般庶民の生活
費の増大がみられ､なかでも生計費中に占め
る食料費の割合が異常に高 くなり (1921年の
内務省社会局の調査によれば､家庭経済にお
ける食料費の割合は総支出に対 して54.7%を
占めていた)､一般庶民の生活困難をまねい
た｡こうした状況を背景にして､庶民階級に
対する生活用品廉価販売機関として開設され
たのが公設市場 (公益小売市場 ともいう)で
ある｡
わが国における公設市場の噂矢は､1918(大
正 7)年4月､大阪市が2万円をもって市営
市場を4カ所開設したもので､⑯とくに､同年
中には7､8月の全国的な米騒動の勃発もあ
名 栴 経管主髄 位置 創立年月 店舗数 要上高
杏林坊公設市場 市 金揮市長町川岸 大正12年7月 24 80,116
浅野川公設市場 市 金滞市浅野川堤塘 大正12年7月 16 57,761
五賓町公設市場 市 金 津 市 五 賓 町 大正12年7月 21 31,058
六斗林公設市場 市 金津市六斗林廉見 大正12年8月 8 17,576
白山町公設市場 市 金 津 市 白 山 町 大正12年8月 14 10,317
七尾常設市場 商工合 鹿 島 郡 七 尾 町 大正15年7月 9 5,139
大衆免公設市場 市 金沢市大衆免中通 昭和7年9月 12 28,370
(注)石川県 『石川県統計書』昭和3年度､7年度､8年度版より矢上作成
矢上:石川県社会福祉成立史研究 (3--1)
表27 県下社会事業費 (予算)公設市場費
67
年次 県 費 市 費 町 村 費 合 計
直営 補助 計 直営 補助 ! 計 直営 補助 計 直営 補助 計
1926 7,032 7,032 7,032 7,032
1928 8,384 8,384 8,384 8,384
1929 10,124 10,124 10,124 10,124
1930 8,224 8,224 8,224 8,224
1931 8,143 8,143 8,143 8,143
1933 6,970 6,970 6,970 6,970
1934 6,408 6,408 6,408 6,408
り､全国に43カ所が開設され､さらに1922(大
正11)年 3月末には全国に287カ所の開設 とな
った｡⑯
石川県は公設市場の開設が全国的にみて遅
く､1922(大正11)年 3月末現在､山形県､
埼玉県､徳島県､熊本県､宮崎県､沖縄県と
ならんで未設置県であった｡⑲1923(大正12)
年､金沢市に5カ所設置されたのが最初で､
1926年 7月､七尾常設市場 (商工会による)
のほか昭和に入ってから2カ所開設された
(表26)｡なお､公設市場の事業費については
(表27)､市の予算付けがなされていた｡
(次号に続 く)
注
1.米騒動については井上清･渡辺徹編 『米騒動
の研究』1959年が詳しい｡石川県における米騒
動については､橋本哲哉･林宥- 『石川県の百
年』山川出版､1987年､127-137頁参照｡
2.｢能登高演の女一校｣『北国新聞』大正7年8
月13日
3.｢金津米運動｣『北国新聞』大正 7年8月13日
4.｢各所の大集団｣『北国新聞』大正7年8月14
日
5.｢米価緩和策｣『北国新聞』大正7年8月13日
6.｢恩賜金配当方法決定｣『北国新聞』大正7年
8月15日
7.石川県 『石川県史』(現代編第 1巻)昭和37
年､382頁
8.｢廉売通帳の発行｣『北国新聞』大正 7年8月
16日
9.｢米価暴騰と救済策｣『北国新聞』大正7年8
月16日
10.｢小松の救済｣『北国新聞』大正7年8月24日
ll.田代国次郎 『日本社会事業史成立史研究』童
心社､1964年 209頁
12.この時期の経済不況の様相については､椙:西
光速 (他)『日本資本主義の没落』(Ⅰ､ⅠⅠ)東
大出版会､1960年､1961年が詳しい｡
13.橋本哲哉 ･林宥- 『石川県の百年』山川出
版､1987年､162-170頁
14.石川県内務部社会課 『石川県之社会事業一
覧』大正13年 20頁
15.前掲14､20頁
16.前掲14､21頁
17.石川県社会事業協会『石川県社会事業概要』
昭和12年 3- 4頁
18.前掲17､3- 5頁
19.前掲17､4- 5頁
20.石川県社会事業協会『石川県ノ社会改良』(罪
1号)大正13年6月 18頁及び184-185頁
21.石川県社会事業協会『社会改良』(第6号)昭
和 2年 4月 145-146頁
22.社会学者福山政一は安井誠一郎『社会問題と
社会事業』(1933年)に分担執筆し､リッチモン
ドのケースワーク論の紹介や家族保護事業に
ついての研究を行っている｡
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23.石川県社会事業協会『社会改良』(第7号)昭
和3年6月 156-158貢
24.前掲20､174-175頁
25.石川県社会課 『方面委員必携』昭和11年6月
23-43頁
26.石川県社会事業協会『社会改良』(第11号)昭
和6年12月 133頁
27.前掲26.133頁
28.前掲26.133頁
29.石川県社会事業協会『社会改良』(第13号)昭
和8年3月､139貢によれば､石川県失業状況
(推定)調査の結果､1932年7月現在､調査人
口77,339人のうち失業者が2,778人に及び､さ
らに､そのうち要救護失業者が447人に及んだ｡
30.前掲20
31.前掲20
32.石川県学務部『社会課事務概要』昭和10年 6
頁
33.前掲32､6頁
34.社会局『社会事業要覧n(大正9年末調)大正
12年 6頁
35.石川県厚生課編 汀石川県の社会事業tn昭和25
年 18頁
36.石川県社会福祉協議会打石川県民生委員制度
五十年史』昭和47年 19貫
37.前掲36､22-23頁
38.石川県 『社会改良委員制度概要』大正15年
37.-39頁
39.石川県社会課 『石川県方面委員常務委員会状
況冊召和4年 12-13貢
40.前掲26､17()～171百
41.前掲39､ll-12頁
42.前掲39､9-11頁
43.阿部志郎編『小地域福祉活動の原点一金沢善
隣活動の過去 ･現在 ･未来-』全社協､1993
年､107頁
44.石川県社会課 『方面委員事業概要D昭和14年
3月､2-5頁
45.前掲38､12-13頁
46.石川県社会課 『方面委員制度概要』昭和3年
5頁
47.前掲46､5-6頁
48.前掲46､16-30頁
49.小川政亮｢米騒動と救貧体制｣『日本の救貧制
度』勤草書房､1960年､190頁
50.武島一義『経済保護事業』(社会事業叢書第4
巻)常盤書房 昭和13年
51.石川県社会課 『石川県社会事業便覧』大正12
年
52.石川県社会課 『石川県社会事業便覧』昭和9
年 3月
53.石川県社会事業協会『社会改良』(第10号)昭
和5年 7月､98-99頁
54.石川県社会事業協会『石川県社会事業概要』
昭和12年､110頁
55.前掲17､
56.前掲17､
57.前掲17､
58.前掲17､
59.前掲17､
60.前掲32､
61.前掲29､
62.前掲61､
63.前掲32､
64.前掲61､
65.前掲61､
112頁
114頁
116頁
118-120頁
133-134頁
103-105頁
172-174頁
176-177頁
106-109頁
184-185頁
182-183頁
66.生江孝之『増訂社会事業綱要』巌松堂書店 昭
和11年 196-197頁
67.前掲35､61貢
68.矢上克己｢石川県社会福祉成立史研究(2)｣『清
泉女学院短期大学研究紀要』(第15号)1997年
62頁
69.前掲32､84-85頁
70.前掲5､41貢
71.石川県『石川県史』(現代編3)社会39年 924
頁
72.前掲17､102頁
73.前掲32､96-97頁
74.前掲17､98-99頁
75.前掲50､352頁
76.前掲50､352貢
77.前掲50､353-356頁
78.前掲50､322頁
79.大原社会問題研究所『日本社会事業年鑑』(大
正12年版)､大正12年､34-35貢
80.前掲79､35-37頁
